
平
成
30
年
度　

Ｆ
Ｄ
・
Ｓ
Ｄ
実
施
報
告
書

宮　

城　

大　

学



目 次 
 
平成３０年度 FD・SD 報告書の発刊にあたって 
（カリキュラムセンター⻑ 蒔苗 耕司） 
 
平成３０年度 FD・SD  
（カリキュラムセンター副センター⻑ 菅原 よしえ） 
 
第１部 マクロレベル FD・SD 
 
全学ＳＤ「内部質保証システムの確⽴と効果的運⽤に向けて」 
全学ＦＤ「確かな教育評価制度の構築に向けた，ルーブリックに関する基礎理解」  
 １．開催概要，報告 
 ２．資料集 
 ３．アンケート結果から 
 
第２部 ミドルレベル FD・SD 
 

１．看護学群 FD 
２．事業構想学群 FD 
３．⾷産業学群 FD 
４．基盤教育群 FD 
５．看護学研究科 FD 
６．事業構想学研究科 FD 
７．⾷産業学研究科 FD 
８．カリキュラムセンターFD 
９．スチューデントサービスセンターFD 
１０．アドミッションセンターFD① 
１１．アドミッションセンターFD② 
１２．カリキュラム・スチューデント・アドミッションセンター合同 FD 

 １３．キャリア・インターンシップセンターFD 
 
第３部 ミクロレベル FD・SD 
 

１．事業プランニング学類 FD 
 

 
 
・・・ １ 
 
 
・・・ ２ 
 
 
・・・ ３ 
 
 
 
・・・ ４ 
・・・１２ 
・・・２０ 
 
・・・２３ 
 
・・・２４ 
・・・２６ 
・・・２８ 
・・・３６ 
・・・３８ 
・・・４０ 
・・・４４ 
・・・４６ 
・・・４８ 
・・・５０ 
・・・５２ 
・・・５４ 
・・・５６ 
 
・・・５９ 
 
・・・６０ 
 



２．地域創⽣学類 FD 
 ３．価値創造デザイン学類 FD 
 ４．⾷資源開発学類 FD 
 ５．フードマネジメント学類 FD 

 ６．基盤教育群 FD 
  ７．カリキュラムセンター 
 ８．サービスラーニング FD 
  ９．語学分野 FD 
  １０．事務局 FD 
  １１．事務局⾃主勉強会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・・・６２ 
・・・６４ 
・・・６６ 
・・・７０ 
・・・７２ 
・・・７４ 
・・・７６ 
・・・７８ 
・・・８０ 
・・・８２ 



平成３０年度 FD・SD 報告書の発刊にあたって 
カリキュラムセンター⻑   
兼 事業構想学群 

教授  蒔苗 耕司 
 

宮城⼤学は平成 29 年 4 ⽉の開学 20 周年を機に，学部・学科制から学群・学類制に移⾏し，従来の学
部という縦割りの中でのカリキュラム編成から脱却し，全学縦断的なカリキュラム改⾰を実施して 2 年
⽬を迎えました。この改⾰の背景には，学⽣が⾃⾝の⽬標や関⼼に応じて学びたい学問領域を⾃ら主体
的に選んでもらうことを通じて，新たな時代を切り開く⼈材として社会に出て欲しいという狙いがあり
ます。 
 そのカリキュラムを常に⾒直し，改善につなげていくためには FD（ファカルティ・ディベロップメン
ト）や SD（スタッフ・ディベロップメント）のあり⽅も絶えず変化していくことが重要です。改⾰前は
学群（部）や事務局が個別で⾏っていた FD や SD の活動は，⼤学運営レベル，学群等部局レベル，科⽬
群等レベルの階層レベルに分類し，カリキュラムセンター主導のもと全学的かつ体系的に位置づけ，こ
のことにより教育改善がより効果的に進むものと私たちは考えています。 
 

 
  

平成３０年度は菅原よしえカリキュラムセンター副センター⻑をリーダーに，FD・SD 運営チームを
カリキュラムセンター内に設けました。⼤学運営レベルとして全学ＳＤを位置付け，「宮城⼤学の質の保
証」をテーマに，東北⼤学の杉本和弘教授（東北⼤学⾼度教養教育・学⽣⽀援機構 教育評価分析センタ
ー⻑）をお招きして，内部質保証システムの確⽴に向けた理解を進めていくことを⽪切りに，学群等部局
レベル，科⽬群等レベルの FD を複数回実施し，各⽅⾯から宮城⼤学の質を⾼めていくための⽅策につい
て考えました。 

本報告書は本年度実施された FD・SD 活動について学内教職員に対してその内容を共有すること，広
く社会に向けて宮城⼤学の教育改善活動を発信することのほか，次年度に向けて今以上に発展的な FD・
SD 活動の計画を策定することを⽬的に作成したものです。教育改善の PDCA サイクルを今後も回して
いくために，宮城⼤学の FD・SD 活動にご注⽬頂けましたら幸いに存じます。 

大学運営
レベル

（マクロ）

学群等部局
レベル

（ミドル）

科目群等
レベル

（ミクロ）
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平成 30 年度 FD・SD 

カリキュラムセンター副センター⻑
兼 看護学群

教授  菅原 よしえ 

 本学は，開学 20 周年を機に組織改編による⼤学組織のセンター化を図り，平成 29 年度から，カリキ 
ュラムセンターにおいて，新たな体制を整備し，実施規模によるレベルを階層化した FD (Faculty 
Development)・SD（Staff Development）活動の推進を図り，全学組織の FD・SD の計画・実施の報告
書が作成されました。この報告書は，学内で⾏われている FD・SD の⽬的や⽅法、参加者の⾒える化に
つながり、平成 30 年度の FD・SD 計画の参考となり，FD・SD 活動を促進するものとなりました。 

平成 30 年度は，新体制を維持し，さらなる活性化を図るべく，FD・SD 計画申請による費⽤補助等
の対応を強化して活動してまいりました。マクロ〜ミクロレベルの企画は25件に及びました。FD・SD は，
個々の教職員の能⼒を⾼めるだけでなく，組織の⾵通しを良くし，教育組織としての凝集⼒を⾼め，教育
活動向上への変化を促進する⼒にもなることが実感されます。 

次年度の FD・SD は，教職員が，より計画的に参加できるよう，すすめていきたいと考えております。 

マクロレベル：全学教員と職員対象のFD・SD

• 全学SD「内部質保証システムの確⽴と効果的運⽤に向けて」
• 全学FD「確かな教育評価制度の構築に向けた，ルーブリックに関する基礎

理解」

ミドルレベル：各学群・センター規模のFD・SD

• 看護学群，事業構想学群，⾷産業学群，基盤教育群によるFD実施
• 教育推進センター等によるFD実施

ミクロレベル：各科目・小委員会規模のFD・SD

• 学類単位，科⽬単位での担当教員，事務局職員によるFD実施
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第１部 マクロレベル FD・SD 
 
全学ＳＤ「内部質保証システムの確⽴と効果的運⽤に向けて」 
全学ＦＤ「確かな教育評価制度の構築に向けた，ルーブリックに関する基礎理解」 
 

１．開催概要，報告                          ・・・４ 
 

２．資料集                             ・・・１２ 
 
 ３．アンケート結果から                       ・・・２０ 
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平成 30 年度 宮城⼤学全学ＳＤ・ＦＤ 
 
全学ＳＤ「内部質保証システムの確⽴と効果的運⽤に向けて」 
全学ＦＤ「確かな教育評価制度の構築に向けた，ルーブリックに関する基礎理解」 
 

⽇時：平成３０年８⽉７⽇（⽕）９：００〜１２：００   
場所：宮城⼤学 ⼤和キャンパス ⼤講義室  

 
 

次第 
１． 開会挨拶 
２． 企画の主旨説明 
３． 講演（SD の部） 

講師：杉本和弘教授（東北⼤学⾼度教養教育・学⽣⽀援機構 教育評価分析センター⻑） 
４． 講演（FD の部） 

講師：⽯⽥祐准教授（カリキュラムセンター／事業構想学群） 
５．閉会挨拶 
 
 

Ⅰ．開催概要・報告 
１．開会挨拶：⾦⼦孝⼀副学⻑兼理事 

 ⾃⼰点検の重要性に⾔及されたのち，来年度の認証評価
に向けてエビデンス（根拠）が求められることへの注意が喚
起された。もとより，本学でも，学群への移⾏に合わせて，
シラバスの精緻化，カリキュラムマップの作成などを⾏っ
てきたのみならず，学修状況チェックシステム「alagin」お
よび授業アンケートシステム「nigala」の導⼊や「宮城⼤学
統合データベースシステム（仮）」の構築などが進められて
いるが，各レベル（⼤学／部局／個々の教員）においてなす
べきことの明確化や，指標化などの点において課題を残し
ているので，本⽇の講演から学んで⾏きたい旨の発⾔がな
された。 
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２．企画主旨の説明：菅原よしえ教授 
まず，本⽇の「SD・FD」が全学対象のマクロレベ

ルのそれであることが確認された。ついで，本学にお
ける「質保証システムの確⽴の第⼀歩として，３ポリ
シー作成の意義と質の評価に対する認識と理解を深
める機会」となった昨年度の「全学 SD」を踏まえて，
今年度は，先⾏事例などを交えつつ質保証のさらな
る理解を図るべく，杉本和弘教授（東北⼤学⾼度教養
教育・学⽣⽀援機構 教育評価分析センター⻑）を講
師としてお招きすることになった旨の報告がなされ
た。 

 
３．講演（SD の部） 
  「内部質保証システムの確⽴と効果的運⽤に向けて」 

東北⼤学⾼度教養教育・学⽣⽀援機構 教育評価分析センター⻑ 杉本和弘 教授 
⑴要旨： 

ⓐ質保証を充実させることは国際的動向であり不可避的であるが，我が国においては，
各⼤学の独⾃性・⾃主性がもっと尊重されて然るべきである。 
ⓑそのさい重要なことは「ツールの形式的模倣ではなく，学⽣の『成⻑』『成功』につ
ながる仕組み作り」である。 
ⓒそして，そのための教職員の役割の⾒直しと⼈材開発の施策が必要である。 

  ⑵概容： 
    講演の冒頭にて，相互の

情報を交換し合いながら，
内部質保証にどのように対
応していくのか考えていき
たい，とのお考えが⽰され
たが，この点に関しては
「講演者の⽴ち位置」と題
されたスライドに記載され
ている「◇本⽇の⽬標：内
部質保証システムの確⽴・
運⽤をめぐる意⾒交換」の箇所でも再度取り上げられることとなった。 

    ついで，昨年度の SD へ⾔及のあと，80〜90 年代にかけて国際的に質保証の必要性
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が叫ばれたことの背景に「⼤学『教育』に関するパラダイムシフト」が存することが指
摘された。その内実はⓐ「教育・学習観の転換」（「“teaching”から“learning”へ」およ
び「学習者中⼼の教育」）およびⓑ「教員役割の再考」である。また「近年の政策状況
（中教審等の動き）」「1990 年代以降の政策展開」と題された箇所では，現場に「疲れ
が出てきている」ほどに，ここ 4 半世紀ほどのあいだ，⼤学教育・⾼等教育の質保証と
それを⽀えるガバナンスの改⾰が⽮継ぎ早に進められている状況が紹介されたが，質保
証に関しては国際的な要請ということもあり「必須」との認識が⽰された。 

    第３に「内部質保証が⽬指すもの」と題された箇所では，質保証に関連した政府・⽂
部科学省からの要請をおさらいしたのち，東北⼤学における進捗状況についての⾔及が
なされた。それによれば，昨年度，内部保証に関するタスクフォースが組織されたとの
ことである。さらに（⽂科省が推奨するような）「PDCA サイクル」だけで内部質保証
が達成できるのかという点，中教審⼤学分科会将来構想部会の提⾔に⽰されているよう
な「教学マネジメント」のガイドラインを国が主導して策定することに関しては，ⓐ
「『質重視の組織⽂化』」（「価値」や「⼤学らしさ」への着⽬）とⓑ「学⽣のライフサイ
クルや成⻑に照準した質保証」のシステムを各⼤学が独⾃の⽅法で確⽴することが「内
部質保証システムに重要な要素」として提⾔された。なお，本講演を前後半に分かつな
らば，本提⾔が前半部の（場合によっては，講演全体の）精華であるといっても過⾔で
はない。 

    いま，前半部の記録を締め括るにあた
って，その要諦を述べるならば（「要
旨」の「ⓐ」にも記したように）「質保
証を充実させることは国際的動向であり
不可避的であるが，我が国においては，
各⼤学の独⾃性・⾃主性がもっと尊重さ
れて然るべきである」と約⾔することが
許されよう。 

    さて，ここからは後半部である。講演の後半部は「東北⼤学における教学 IR の展
開」と題して，東北⼤学における取組の紹介から始まった。なかでも，杉本教授がセン
ター⻑を務める「教育評価分析センター（CIR）」について，学内におけるその制度上
の位置づけや活動内容などについて報告がなされた。基本的に，該機関は調査およびデ
ータ分析を主務とするものであるが，特筆すべきは，その結果を教員のみならず，学⽣
にも公開するなど，全学レベルでの情報の共有化が図られている点であろう。なお，各
種データの紐づけには，学籍番号が⽤いられているとのことである。 

    つぎに，後半部の掉尾を飾ったのは「専⾨職としての⼤学教員（職員）」というテー
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マであった。ここでは，専⾨職とし
ての⼤学教員には（研究以外にも）
「多⾯的な能⼒」が求められること
が確認され，そのためには教員・⼤
学院⽣のための能⼒開発プログラム
の必要性（なかでも「管理運営に関
する能⼒開発」が不⼗分であること
が指摘された）と，研究⽀援や教育
開発の⾯での職員による「肩代わ
り」（積極的関与）の必要性，そし

て，両者の「協働性」（全体として⾒れば「組織性」）が説かれた。その意味では，教職
員の役割の⾒直しが求められている，との認識が⽰された。もちろん，これは世界的な
⼤学の変化という潮流を背景とするものではあるが，そのさい⼤学が⽬指すべきは「ツ
ールの形式的模倣ではなく，学⽣の『成⻑』『成功』につながる仕組み作り」である，
との⾒解が⽰されるとともに，そのありようは⼤学に応じて多様であって構わない，と
の⼀⾔が添えられた。 

    最後に「まとめ―内部質保証システムの確⽴に向けて」と題して，これまでの講演内
容の総括がなされた。 

⑶質疑応答（⾻⼦） 
①⽊村和彦教授（⾷産業学群）より「学⽣の成⻑」――⽊
村教授のご⾒解では「主体性」の確⽴――をどう評価した
らよいのか，との質問がなされた。これに対して，杉本教
授からは，主体性を直接評価する⽅法は思い当たらない
（強いて⾔えば「教員の⾒抜く⼒」）が，他⽅で，⼤学在
学中に期間を限定して考える必要もないのではないか，と
の回答が寄せられた。 
②⽊村和彦教授（⾷産業学群）より「コア・カリキュラ
ム」の策定の可否について質問がなされた。杉本教授から
は，学問分野によって難易度に違いがあるとは思われる
が，⽇本学術会議の「参照基準」の利活⽤に活路が⾒出されるのではないか，との回答
が寄せられた。 
③⼭⽥嘉明教授（看護学群）より，ⓐ「⾼度教養教育・学⽣⽀援機構」の 100 名のス
タッフは教員だけなのか否か，ⓑIR は教員主体か否か，ⓒIR の処理ソフトは外注か⾃
前か，ⓓデータの保管場所はどこか，ⓔデータは将来に渡って蓄積する⽅向にあるの
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か，といった質問が出された。これに対する杉本教授の回答は概ね以下の通りである―
―ⓐ教員のみである，ⓑIR は教員主体である（ただし「特任講師」の実態は職員であ
る），ⓒプログラムを組める教員がいるので⾃前である，ⓓ「学務情報システム」を経
由して必要なデータは⼊⼿可能になっている，ⓔ蓄積の⽅向で進められている。 

   ④三浦幸平准教授（基盤教育群）より，アクセス可能なデータの範囲について質問が寄
せられた。杉本教授からは（⼊試や授業の成績を含む）すべてのデータにアクセス可能
であることが⽰された。また「教育評価分析センター（CIR）」で加⼯処理した情報を
他の学内機関に提供するにあたっては，個⼈が特定されないような配慮がなされている
旨付⾔された。 

   ⑤菅原よしえ教授（看護学群）より「質重視
の組織⽂化」構築の主体について質問が寄せ
られた。杉本教授からは，理想的には全教
員，そのさい，仕組み作りは経営管理層が担
うにしても「同僚性」の醸成が重要である，
との指摘がなされた。ただし，規模が⼤きく
なれば，困難となる⼀⾯があることも指摘さ
れた。 

 
４．講演（FD の部） 

 「確かな教育評価制度の構築に向けた，ルーブリックに関する基礎理解」 
⽯⽥祐准教授（カリキュラムセンター／事業構想学群） 

  ⑴概容： 
    挨拶とスケジュールについての紹介に続き，ルーブリッ

ク作成の前提を確認する作業が⾏われた。 
    その⼿始めに，宮城⼤学の教育⽅針を記している資料へ

の⾔及がなされた。その資料とは「宮城⼤学履修規程（規
程 第２編教育 履修規程）」「成績評価に関するガイドラ
イン」「宮城⼤学シラバスハンドブック 2016-2017」「宮城
⼤学の教育⽬標及びディプロマポリシー」の４点である。 

ついで「ディプロマポリシー」によって「宮城⼤学の教
育⽬標」を達成するための⼿段として「評価」が存在する
ことが述べられた。さらに，その「評価」の「⽬標」が「１ 
明確な基準をもって成績評価を⾏う」「２ 成績評価の結果をもとに授業改善に取り組
む」「３ 成績評価をもとに学⽣指導を⾏う」というものであることが確認された。た
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だし「成績評価」とシラバスに掲載されている
「到達⽬標」との関係に曖昧さが残る，との指
摘もなされた。その後に「到達⽬標の設定⽅法」
「到達⽬標の設定⼿順」についての解説が⾏
われた。 

さらに，成績評価を巡る直近の問題として，
グレード・ポイントの計算⽅法が変更される
こ とへの 注意が 喚起された 。すな わち，

alagin/nigala の導⼊によって１点刻みの成績に基づき学修状況が可視化されるために，
学⽣が細かい点数を気にするようになるが，そのことは成績に関して教員が説明を求め
られる場⾯が多くなることを意味する，との指摘である。 

最後に「すべての講義の第１回で」「評価基準を学⽣に⽰し」「その上で評価を⾏う」
ことが「宮城⼤学の評価基準に対する考え⽅」であることを確認し，ルーブリック作成
の前提についての確認作業が締め括られた。 

後半部は「ルーブリック」そのものについての解説である。 
ルーブリックとは「測定⼿法・ツール」に他ならないが，「明⽰的に」⽰される点と「学

⽣による⽬標設定」に資する点とに特⻑がある，との説明がなされた。ついで，宮城⼤
学での事例紹介や，雛形を⽤いた運⽤⽅法の紹介，ネットに掲載されているフォーマッ
トの紹介などがなされた。 

最後に「宮城⼤学の教育⽬標」を再確認することをもって，ワークの説明へと移⾏し
た。 

⑶質疑応答 
 ①⼭本まゆみ教授（基盤教育群）より，ルーブリックは，科⽬全

体を対象としたものではなく，試験のなかの論述形式の問題に対
応したものでもよいか，との質問が出された。これに対して，⽯
⽥准教授からは「到達⽬標」を評価できることが重要であって，
それが可能であるならば形式は問わない，との回答が寄せられ
た。 

  ②内⽥直仁准教授（事業構想学群）より「到達⽬標」と「成績評
価」との⽭盾が指摘された。この「⽭盾」は，「成績評価に関す
るガイドライン」における「秀」の学⽣が 20％を超えることが無いよう留意せよとの指
針によって，「90 点以上」の成績を収めている（⼀部の）学⽣の点数を減点しなければ
ならないことに起因するものと思われる。 
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③真覚健教授（看護学群）より「成績評価に関
するガイドライン」に従うならば「ルーブリッ
ク」は「DP」に沿って作成するということに
なっているが，最前の説明だと「到達⽬標」も
しくは「もっと細かい要素」に従ってそれを作
成するということに聞こえる，果たしてそのよ
うな理解でよいか，そして，将来的に改正を⾏

なう可能性があるのか，との質問が出された。これに対して，⽯⽥准教授からは「DP の
なかに到達⽬

・
標
・

が含まれる」ので（後者の場合であっても「DP」と「ルーブリック」と
の）関連性は（間接的に）維持されるのではないか，との理解が⽰された。なお，蒔苗
耕司カリキュラムセンター⻑より，今回の作業では「DP」との直接的関連性は意識され
ていない，この関連づけに関しては，後⽇各⼈でチェックして戴きたい旨の補⾜説明が
なされた。 

⑷ワーク（「受け持ち科⽬の評価基準の作成」） 
①各教員が持参したシラバスに基づき，事前
に配布された⽤紙を⽤いて，ルーブリックを
作成した。 
②各教員が作成したルーブリックを基に，少
⼈数のグループを作って情報交換を⾏った。 

  ⑸ワークで表明された意⾒の紹介 
   司会の菅原教授の促しに応じるかたちで，フロアから以下のような意⾒が紹介された。 
   ①「評価基準」と「成績評価」とを関連づけたときに「やや努⼒を要する」という「評

価基準」が「良」に対応したとするならば，違和感を禁じ得ない，との意⾒が紹介され
た。 

   ②適語補充問題を課したとき，評価とシラバスとの整合を取る
のが困難である，との意⾒が紹介された。 
③評価基準の⽂⾔の曖昧さと，運⽤にさいしての過重負担の問
題が指摘された。 

   ④フロアからの意⾒を受けて，⽯⽥准教授から，レポートや試
験とルーブリックの個別項⽬との対応関係を学⽣にフィードバ
ックする必要性が強調された。また，宮城⼤学におけるマニュ
アルを作成中であり，その作⽬はカリキュラムセンターまでお
問合せ願いたいこと，そして，運⽤⾯での過重負担は簡素化な
どの⼯夫で対応されることを希望する旨の発⾔があった。 
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⑤最後に，本⽇のゲスト講師である杉本先
⽣より，ご講評を賜った。まず，全教員が
⼀堂に会してのワークショップは珍しい，
⼀⽣懸命やっている，との評価を賜った。
つぎに，杉本先⽣の取り組みとして中間レ
ポート（2000 字）はコメントを加えて学⽣
に返却しているとのことであり，その成果
は最終レポート（4000 字）の出来に反映さ
れる，とのことであった。また，ルーブリックに関しては，精緻化とコストの両⽴は重
要であり，作成したならば学⽣に公開することを失念してはならない旨の発⾔があった。 

 
５．閉会挨拶：蒔苗耕司教授（カリキュラムセンター⻑／事業構想学群） 

 全体を総括するなかで，内部質保証に関しては，実施要綱は存在するが試⾏錯誤の段階
であるとともに，質的保証が量的保証になっているのではないか，との懸念が表明された。
また，ルーブリックに関しては，⼤学の理念−教育⽬標−３ポリシーのすべてが連携しな
ければならないこと，そして，それと同時に，シラバスとルーブリックの精緻化が求めら
れる，との⾒解が⽰された。なお，杉本教授が講演のなかで⾔及された⼤学教員の役割を
引き合いに出され，多⾯的な⼤学教員の役割のなかでも「研究」が最も重要であること，
そして，研究の充実こそが優秀な学⽣を集めることにつながること，そうすることで，研
究と教育とのあいだに好循環を打ち⽴てることができる，との⾒識を⽰されたことが印象
的であった。 
 

以上 
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Ⅱ．資料集  

１．全学ＳＤ「内部質保証システムの確⽴と効果的運⽤に向けて」 
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２．全学ＦＤ「確かな教育評価制度の構築に向けた，ルーブリックに関する基礎理解」 
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Ⅲ．H30 全学ＳＤ・ＦＤアンケート結果から 【回答者数：142 名】 
 
１．今回の全学 SD を踏まえて，⼤学の質保証における学修成果測定の重要性について

理解ができましたか 

 
 
２．今回の全学 FD を踏まえて，ルーブリックの役割，活⽤⽅法，効果について理解が

できましたか 

 
 
３．平成 29 年度からの FD・SD の枠組み（マクロ・ミドル・ミクロ）について，定着

していると感じますか （ 定着している ５・４・３・２・１ 定着していない で評価 ） 

 
  

理解できた
96%

理解できなかった
4%

理解できた
90%

理解できなかった
10%

5
8%

4
39%3

41%

2
11%

1
1%

・全学ＳＤについては「理解できた」の回
答がほとんどを占めており，内部質保証に
関しての理解を深める機会として実りのあ
るＳＤになったと考えられる。 
・「⼤学教職員の本質，果たすべきことを考
える機会となった」など，コメントの内容
もほぼ好評であった。 
 
 
 
 
・全学ＦＤについては，「理解できた」の回
答が９割を占め，ルーブリックに対する全
体の理解が深まったと考えられる。 
・ワークや意⾒交換により，ルーブリック
の⽬的や本質について考える機会となった
ことが，コメントからもうかがえた。 
 
 
 
 
 
 
・昨年度からのマクロ・ミドル・ミクロの
ＦＤ・ＳＤの枠組みについては，５，４（定
着している）の回答が約半数を占めており，
ある程度定着してきていると考えられる。 
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４．今後「全学の」ＦＤ，ＳＤ等でとりあげてほしいテーマについて（複数選択可） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

18

15

15

6

30

22

23

25

18

18

4

5

38

24

17

15

9

12

16

21

19

16

17

4

0 5 10 15 20 25 30 35 40

その他

⼤学に関する制度・法令

地⽅創⽣

研究倫理

教職協働

2021年度⼊試

学⽣募集戦略

⼊試分析結果

⾼⼤接続

学修状況分析結果

内部質保証システム

3ポリシーの策定

現代学⽣の⼼のあり⽅

障がい学⽣への対応

学⽣相談対応

ライティング指導

発問の仕⽅

ティーチング・ポートフォリオ

グループワークの実施

教養教育のあり⽅

キャリア教育

⼤教室での講義法

学⽣のパフォーマンスの評価⽅法

シラバスの作成

・今後ＦＤやＳＤでとりあげてほしいテーマとして，昨年度のアンケートに引き続き
「現代学⽣の⼼のあり⽅」についての関⼼が⾮常に⾼い結果となった。 
・「⼊試分析結果」「学⽣募集戦略」「2021 年度⼊試」といった⼊試関係の項⽬や，「障
がい学⽣への対応」などの項⽬も，昨年度に引き続き⾼い関⼼を⽰している。 
・また，今回は「教職協働」についての関⼼が昨年度と⽐べて⼤きく伸びているのが特
徴的である。 
・「その他」としては，個⼈情報の取扱いと倫理，新カリキュラムの課題と改善や科⽬
間連携，学⽣の学修意欲の⾼め⽅などが挙げられていた。 

(⼈) 
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第２部 
ミドルレベルＦＤ・ＳＤ 



第２部 ミドルレベル FD・SD 
 

１．看護学群 FD                           ・・・２４ 
 

２．事業構想学群 FD                         ・・・２６ 
 

３．⾷産業学群 FD                          ・・・２８ 
 

４．基盤教育群 FD                          ・・・３６ 
 

５．看護学研究科 FD                         ・・・３８ 
 

６．事業構想学研究科 FD                       ・・・４０ 
 

７．⾷産業学研究科 FD                        ・・・４４ 
 

８．カリキュラムセンターFD                      ・・・４６ 
 

９．スチューデントサービスセンターFD                                 ・・・４８ 
 

１０．アドミッションセンターFD①                  ・・・５０ 
 
１１．アドミッションセンターFD②                   ・・・５２ 
 
１２．カリキュラム・スチューデント・アドミッションセンター合同 FD    ・・・５４ 
 

 １３．キャリア・インターンシップセンターFD              ・・・５６ 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 松永 雄⾄   
主催者（組織） 看護学群 
タイトル ルーブリックの作成と活⽤における課題 
実施の趣旨 全学 SD、FD を踏まえ、看護学群では、“全学的な改⾰における教育の質

の可視化”の動向を踏まえ専⾨領域におけるルーブリックの作成にむけ
て、現状を共有し、課題を洗い出すことを⽬的とする。 

参加者／参加対象 43 名／学群教員 45 名 
⽇ 時 平成 30 年 8 ⽉ 8 ⽇（⽔）13:00〜16:00 
場 所 ⼤和キャンパス 本部棟 302 講義室他 
プログラム構成 １．開会（⾼橋副学群⻑） 

２．趣旨説明・オリエンテーション（菅原教授） 
３．話題提供（基礎看護学 松永早苗講師，教務 WG ⽊村三⾹准教授） 
４．グループワーク 
５．発表 
６．全体討議・まとめ（⽊村三⾹准教授） 
７．総評（原学群⻑） 
８．閉会 

招聘講師 なし 
 
【内容】 
 今年度の学群 FD は、2017 年度宮城⼤学改⾰を機に、“宮城⼤学の教育の質の可視化”に
向けて、３ポリシーの確認、カリキュラムマップの明⽰、シラバスの点検、ルーブリックの
活⽤が進められてきた。こうした背景をふまえ、ルーブリックに対する理解を深め、３ポリ
シー、カリキュラムマップ、シラバスの⼀貫性について改めて⾒直す機会になる。専⾨領域
におけるルーブリックの作成にむけて、看護学群の今後の教育において、現状を共有し、課
題は何か、どのような改善を図るべきか等、新たな視点での看護学群の教育のあり⽅につい
て検討を⾏うこととした。 
 
 菅原教務ワーキンググループ⻑による趣旨説明とオリエンテーションに引き続き、基礎
看護学担当である松永早苗講師、教務ワーキンググループ⽊村三⾹准教授より、話題提供が
なされた。看護学群の学⽣に対し、ルーブリックによる評価基準を学⽣に提⽰する必要性が
あるが、事前の活⽤状況調査によれば、新カリキュラムにおいて開講済みの科⽬ 19 科⽬の
うち作成した割合は 32％であった。評価基準として既にルーブリックを作成し、実際運⽤
するうえでの利点や課題について共有する機会となった。 
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 続いて、領域や経験年数が偏らないよう配置した５つのグループにて、①話題提供を受け
て、各担当科⽬におけるルーブリック作成、活⽤状況を共有する、②看護学群の専⾨科⽬に
おけるルーブリック作成と活⽤の課題を検討するというこの２点についてディスカッショ
ンを⾏った。各グループからは、利点として評価項⽬や基準の明確さが授業⽅法によって適
正があるという意⾒、授業⽅法によって不適正さもあり、実習においては学⽣の状況や実習
環境が異なるため⼀定の基準では評価できないという意⾒、またルーブリックを活⽤した
結果や評価に縛られ、学⽣の学びを抑制しないように、今後も内容や活⽤⽅法、表現の曖昧
さを検討していく必要性などが意⾒として挙げられた。 
 全体討議では、各グループからの発表内容をふまえた意⾒交換がなされた。ルーブリック
と学びの振り返りをどのようにリンクさせていくのかについて、看護学群として共通のル
ーブリック作成と、各領域独⾃指標作成の課題について、ルーブリック作成における構成と
それを補うコミュニケーションの必要性、態度の評価をどのように⾏うかについてなどの
意⾒が挙げられ、現状の利点と課題、今後の⽅策について教員内で共有した。 
 最後に、原学群⻑より、ルーブリックを活⽤しそれぞれに浸透していることが理解できる
内容であった。今後到達指標と学びの振り返りを連動させていくこと、ルーブリックの作成
に関しコストに相応しているのか検証が必要であること、また作成したルーブリックとマ
ッチングしているのか検証が必要であること、このディスカッションででた課題を、いかに
具体化できるかが最も⼤きな課題であることが講評として述べられ、閉会となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上 

   
＜開会あいさつ＞        ＜話題提供 1＞         ＜話題提供 2＞ 

   
<グループワーク>       ＜グループワーク＞        ＜講評＞ 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 糟⾕ 昌志   
主催者（組織） 事業構想学群 
タイトル ルーブリック作成の実践 
実施の趣旨 全学 FD・SD では、ルーブリックの知識が向上した。事業構想学群

FD・SD においては、実際に各教員が担当している学群科⽬につい
て、ルーブリックを作成し、その際の疑問点や問題点などを議論す
る。 

参加者／参加対象 出席者：⾵⾒、内⽥、櫻⽊、福永、中⽥、友渕、⾦⼦(孝)、⾦⼦(浩)、
板、⼟岐、⿅野、橋本、藤澤、秋⽉、⽯⽥、⽯内、佐々⽊、船引、
⽥邊、富樫、⽇原、蒔苗、井上、徳永、糟⾕、鈴⽊ 

⽇ 時 2018 年 9 ⽉ 12 ⽇（⽔）16 時〜17 時 
場 所 ⼤和キャンパス ３階 ⼤会議室 
プログラム構成 1 学群⻑あいさつ(⾵⾒先⽣) 

2 FD・SD の説明(⽯⽥先⽣) 
3 ルーブリックの作成(糟⾕) 
4 ディスカッション(質疑応答) 
5 学群⻑講評  

招聘講師 なし 
 
【内容】 
1 学群⻑あいさつ(⾵⾒先⽣) 
2 FD・SD の説明(⽯⽥先⽣)  
 ・ルーブリックの性質と成績評価、授業改善等
への応⽤例について発表が⾏われた。 
3 ルーブリックの作成(糟⾕) 
 ・教員各⾃のノート PC で各⾃の担当科⽬に
ついてルーブリックを作成した。 
4 ディスカッション(質疑応答) 
 ・秀、優、良、加、不可をどのように割り振るのか 
  −各教員がルーブリックの項⽬を作成するうえで、基準とルーブリックの関係を意識

して項⽬を作成するといいのではないか。 
 ・全ての学⽣を項⽬ごとに細かく採点することができるのか。例えば、協調性などの項⽬

は⼤⼈数授業では把握することが難しい。 
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  −各⾃が定めている採点基準をルーブリッ
クの項⽬に反映するといいのではないか。 
  −⼤⼈数の授業になるとルーブリックを的

確につけるのは難しいので、反対に、評価
できる項⽬をルーブリックの項⽬にする
といいのではないか。 

 ・マトリックスを⽤いると全体像を理解、評価
できなくなるのではないか。 
  −各項⽬にウェイトをつけるということも考えられるが、マトリックス以外の⽅法も

模索してもらいたい。 
  −０〜１００の粗点をつけるということなので、そのように説明できるものになると

いいのではないか。 
5 学群⻑講評  
 ルーブリックを含めて各学群や授業に応じた評価指標などを全体でフィードバックして

いくことでよりよい教育環境を醸成していくことが望ましい。 
 
 
 

以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 森本素⼦  
主催者（組織） ⾷産業学群 
タイトル 地域 FW の技法 
実施の趣旨 現在、1 年⽣必修で実施している地域 FW は、⼤学と地域の連携を

はかるだけでなく、アクティブラーニング、PBL(問題発⾒・解決型
学習)としても重要な科⽬である。しかし、この科⽬を担当するには、
教員側に⼀定のスキルが必要であり、今回の FD ではその技法につ
いて学びたい。 

参加者／参加対象 ⾷産業学群教員（⽯川・⽯⽥・井上・伊吹・岩井・岩堀・⼤⽵・⽚
⼭・⾦内・川村・北辻・郷古・菰⽥・作⽥・島津・⽩川・須⽥・⾼
橋・⾕⼝・千葉。都・中村聡・中村茂雄・⻄川・⽇渡・堀⽥・三⽯・
⽑利・森⽥・森本・柳澤）・中嶋紀世⽣・古川博道・中沢峻 

⽇ 時 ２０１８年９⽉１０⽇ 
場 所 太⽩キャンパス⼤会議室 
プログラム構成 第⼀部講演「地域志向型アクティブラーニング実践報告ー１年次全

学必修科⽬地域フィールドワークを事例としてー」 
第⼆部ワールドカフェを体験してみよう 

招聘講師 基盤教育群特任講師 中沢峻 
 
【内容】 
講演：別紙のとおり 
ワールドカフェ：テーマは「わたしの地域貢献活動」 
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以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者：菅原 謙 
主催者（組織） 基盤教育群 
タイトル ミドルＦＤ 脱ゆとり教育による教育環境の変化を踏まえた教養教

育の改善 
実施の趣旨 2020 年度から脱ゆとり教育で育った⽣徒が進学してくる状況から、

⾼校教員との情報交換を⾏い、⾼校の教育環境・内容の変化の程度
と⽅向性とを探り、本学の基盤教育の改善（難易度の適正化）を⽬
指す。 

参加者／参加対象 川村保教授（基盤教育群⻑）・三好俊⽂准教授・三浦幸平准教授・菅
原謙准教授 

⽇ 時 2019 年 2 ⽉ 18 ⽇（⽉）：13:00〜19:00 
場 所 住友⽣命仙台中央ビル（第１会議室／本学サテライトキャンパス） 
プログラム構成 第１部：「宮城⼤学⾼⼤連携シンポジウム」への参加(13:00〜16:00) 

第２部：基盤教育群教員による討論(16:00〜19:00) 
 
【内容】 
 今般の基盤教育群ミドルＦＤにおいては、⾼校の教育環境・内容の変化の程度と⽅向性と
を探るべく、⾼⼤接続に焦点をあてて、現下の基盤教育群においてどのような改善策を講じ
得るのかを話し合った。 
 第１部の⽬的は「宮城⼤学⾼⼤連携シンポジウム『⼤学と⾼等学校の協働による探求型学
習のさらなる可能性を探る』」に参加し、⾼⼤接続の事例を学び、またその事例に対する⾼
校教員の反応から⼤学教育に対する⾼校側のニーズの所在を探ることにあった。 
 広島県⽴⼤学・⾺本勉教授の御報告では「⽣涯にわたって学び続ける⾃律的な学修者」を
意味する「アクティブ・ラーナー(ALer)の育成」を⼤学の⽬標として掲げ、その育成をめざ
す取り組みの⼀環として「⾼⼤接続」が位置づけられていた。さらには「学修⽀援アドバイ
ザー（ＳＡ）の養成」「ファカルティ・ディベロッパー（FDer）の養成」などが「ALer 育
成」と連動しており、全学を挙げた体系的施策のなかに「⾼⼤接続」が組み込まれているこ
とも⽰された。 
 ⾼崎経済⼤学・⽮野修⼀教授は、同⼤学と同⼤学付属⾼校との「『⾼⼤コラボゼミ』」に⾔
及された。ゼミを同じくする⼤学⽣が⾼校⽣と⼀緒になって⾏なう研究活動である。この企
画の実施には、⼤学⽣による相当程度の準備が必要であり、教職員のみならず、⼤学⽣の熱
意にも⽀えられていることが⽰された。 
 他⽅、これら報告事例に対する⾼校教員側の反応は、⾼⼤接続活動における体系性と熱意
とに対する賞賛であり、かかる活動を⾏なっている⼤学ならば安⼼して教え⼦を送り出す
ことができるという期待感であったように思われる。 
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 第⼆部は、上記の講演を視聴した基盤教育群の教員による討論会である。 
まずは、報告事例を本学でも実⾏可能か否かを（基盤教育群の現状確認も兼ねて）取り上

げた。その際、⽰唆的であったのは、本学代表の報告者でもあった川村群⻑がシンポジウム
の席上で発せられた「マンパワーの問題」という句であった。この句は、ゼミ⽣を有さず、
教員の数も少ない基盤教育群にこそ、最もよく当てはまるものであろう。 

さて、このような現状を踏まえ、討論者から出された意⾒のひとつは以下のようなもので
あった。設置⾃治体に存する教育機関として、⾼校と⼤学との境界線のない、学⽣と教員と
の交流を主体とした「⾼⼤接続」を持続可能なものとして

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
企図するならば、本学の⽇常の教

育活動の深化と簡素化とを推進したうえで、これまで⾏なってきた「オープンキャンパス」
「アカデミック・インターンシップ」といった⾼校⽣・⼤学⽣・⼤学教員の交流を不断に遂
⾏するとともに「教員免許状更新講習」などを通じて⾼⼤教員間の交流を確かなものにして
いくことが必要不可⽋である、と。確かに、本学において、これら活動は既存の施策であり、
⽬新しさを⽋くとはいえ、持続可能性という点においては報告事例よりも有利でさえある。
というのも、事例のひとつは⽂部科学省の選定事業であるという点において、またもうひと
つは限られたゼミが主たる担い⼿であるという点において、資⾦や⼈員の持続的確保の⾯
で不安定要素を抱えているともいえるからである。 
 さらに、双⽅の報告事例の共通点が少数の学⽣を対象としていることにあると指摘した
討論者のひとりは、全学共通科⽬を担当する基盤教育群の教員として、報告事例をもって⾃
らの教育の場をイメージすることは難しく、本学にあってはむしろスチューデントコモン
ズが担うべき学習機能ではないか、との⾒解を述べている。 
 かくして、基盤教育群の現状を鑑みれば、報告事例は賞賛すべきものではあっても模倣す
べきものではないのかもしれない。あるいは、講演の興奮冷めやらぬ状態で討論を開始した
がゆえに、理想論へと⾛ることを⾃戒するかのように、謙抑的な意⾒が相次いで出されたと
いうことなのかもしれない。 

ともあれ、シンポジウムを視聴していた⾼校教員の反応からも明らかなように、充実した
⾼⼤接続プログラムが持つ訴求⼒の⼤きさは否定すべくもない。この点を踏まえるならば、
⾼⼤接続を全学規模の企画とし、そのなかで基盤教育群の果たすべき役割を模索すべきで
あろう。その意味においても、⾼⼤接続の司令塔となる組織の⽴ち上げに期待したい。 
 
＜参考資料＞ 
県⽴広島⼤学 (2017)「県⽴広島⼤学 ＡＰ事業推進部会ニュース」（平成 29 年 6 ⽉）Vol.4. 
宮城⼤学 (2019)「宮城⼤学⾼⼤連携シンポジウム『⼤学と⾼等学校の協働による探求型学

習のさらなる可能性を探る』」（講演ハンドアウト） 
⽮野修⼀ (2019)「⾼崎経済⼤学『⾼⼤コラボゼミ』の成果と課題」（講演資料） 

 
以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 
記⼊者： ⼤塚眞理⼦   

主催者（組織） 看護学研究科（教務ＷＧ） 
タイトル 修⼠論⽂作成における指導⽅策について 
実施の趣旨 現状の研究指導では、研究計画発表会までは集団指導等きめ細かい

教育指導が⾏われているが、その後のデータ収集・分析・論⽂作成
は主指導教員の個別指導が中⼼であり、特に約 2 か⽉間で論⽂をま
とめることに多⼤のエネルギーを要している。そこで、院⽣に⾏っ
ている修⼠論⽂作成指導について現状を共有し、今後、必要とされ
る指導⽅策について検討する。 

参加者／参加対象 22 名/研究科教員 23 名中 
⽇ 時 平成 30 年 11 ⽉ 7 ⽇（⽔） 
場 所 全体（302 講義室）、グループワーク（311,312,313 講義室） 
プログラム構成 14:30 開会（司会 ⼤熊） 

14:30〜14:35：趣旨説明 ⼤塚眞理⼦研究科教務 WG ⻑ 
14:35〜14:40：GW の進め⽅（司会 ⼤熊） 
14:40〜15:50：GW 
16:00〜16:20：発表（各グループ 5 分×3G） 
16:20〜16:40：全体討議・まとめ（司会 ⼤熊） 
16:40〜16:50：講評 原玲⼦研究科⻑、閉会 

招聘講師 なし 
 
【内容】 
 今回のＦＤの論点は、以下の３つとし、各グループで話し合いを⾏い、その内容をもとに
全体討論で共通し、講評でまとめた。 

論点：１．修⼠論⽂作成指導における現状・課題、２．修⼠論⽂作成指導において難しい
と感じていること、３．修⼠論⽂作成指導における指導⽅策（指導上の⼯夫）など 
 各グループの報告：1 グループでは、①院⽣の研究⽅法の未熟さへの対処、②基本的な⽇

本語に関する作⽂技術の問題、③社会⼈院⽣にど
のように研究⽅法を⾝に着けさせるかについて話
し合われた。指導⽅策として、院⽣間のグループ・
ディスカッションの保証が挙げられたが、これに
ついてもメリットデメリットが議論された。ほか
に、博⼠前期課程の指導の原理的なあり⽅論や⽇
常的・具体的な指導⽅法の議論が⾏われた。 
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 ２グループでは、院⽣が⽂章を書きなれていない
こと、論旨の組み⽴てやそれを論述することの難し
さが課題として挙がった。また、院⽣が指導教員の
承認がなければ進められないなど、主体性及び関係
性構築の難しさが指摘された。修⼠論⽂作成指導に
ついては、「⼊学前トレーニング」や院⽣間や修了⽣
の交流の機会の提供などが検討された。ストレート
マスター⼊学を促進する意⾒も出された。 

３グループでは、論⽂作成上の院⽣の課題として、
考察に苦慮している、結果と考察を結びついていな
い、考察を深堀することが難しいなどの課題が挙げ
られた。社会⼈院⽣としての仕事との両⽴の難しさ
の指摘もあった。指導⽅策としては、研究⽬的を重
視して論旨の⼀貫性を担保する、院⽣の個別性や⽣
活背景に応じて関わっていくなどの意⾒が出された。 

全体討論：各グループの発表で共通していた，院
⽣が相互に学ぶ機会・交流の必要性，研究能⼒の課

題について全体討議を⾏った。⼤半が社会⼈⼊学であり、勉学・研究に当てる時間は限られ
るが，院⽣同⼠で研究に関するディスカッションをする機会，院⽣同⼠の交流の場の必要性
とその対策の⼀助が確認された。院⽣の研究能⼒については，よい⽂章を書くためにはよい
⽂章を読む必要があること，読み書きの反復練習の重要性，教員による細かいサポートが⼤
切である等の意⾒が出された。 

講評：昨年度のＦＤテーマである院⽣の「研究遂⾏能⼒」の獲得を⽀援するための⽅策を
受けて、今年度は「修⼠論⽂作成における指導⽅策」に焦点をあてた。つながりのある内容
で、グループワーク、全体討議が⾏われたことは、研究科の教育における課題解決に向けて、
スパイラルアップされ、意義も⼤きいと思われる。ＦＤという時間の制約のある中での⾃由
な発想と⾃由な発⾔から導き出された奔放なアイデアもあるが、それぞれの⽅法の実現可
能性を検討しつつ、具体的な⽅法にブレークダウンさせていくことも必要と思われた。博⼠
前期課程院⽣の「論⽂作成における指導」をどのように⾏っていくのか、⻑期履修社会⼈の
⼤学院⽣が多いことから⾒える課題を共有しながら、教員間で熱⼼な討議が⾏われ、今後の
⽅向性が⽰されたと思われる。本ＦＤで⾒えた課題を、さらに来年度にスパイラルアップさ
せて検討し、課題解決のための教育環境の整備や指導体制の充実を図っていきたいと考え
る。 
＜参考資料＞ ⼭本則⼦（2013）：質的研究の経験から 論⽂指導・学修のヒント．看護研
究、46（4）、390-397． 

以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 糟⾕ 昌志   
主催者（組織） 事業構想学研究科 
タイトル ⼤学院における⾃治体枠による募集の活⽤と時間割の配置等につい

て 
実施の趣旨 ⼤学院において、⾃治体枠による⼊学者募集が開始されることとな

った。それらが実施された場合の、教員の受⼊体制について議論を
⾏う。また、今後は時間割配置等も社会⼈⼊学者への配慮を検討し
ていく。上記の内容を⼤学院で FD を活⽤して議論を⾏い、教員の
間でコンセンサスを得たい。 

参加者／参加対象 出席者：⾵⾒、秋⽉、井上、糟⾕、⾦⼦（考）⿅野、茅原、鈴⽊、
桜⽊、須栗、⽥邉、徳永、中⽥、平岡、福永、藤澤、船引、蒔苗、
⽯内、伊藤、内⽥、佐々⽊、鈴⽊、⼟岐、板、友渕、橋本 
⽋ 席：富樫、⽇原、⽯⽥、⾦⼦（浩） 

⽇ 時 2018 年 7 ⽉ 11 ⽇（⽔）17 時〜18 時 
場 所 ⼤和キャンパス 3 階 ⼤会議室 
プログラム構成 1． ⼟曜夜間開講について 

2． 事業構想学群基礎講座 
3． ⾃治体派遣枠の受⼊れ 

招聘講師 なし 
 
【内容】 
1． ⼟曜夜間開講について 
（ⅰ）運営体制について 
・隔年で担当を決めれば受け⼊れ可能ではないか。 
・裁量労働制なので、夜間は教員の過度な負担にならない範囲でこなせば問題ない。 
・理系、⽂系によってサテライト、夜間の利⽤⽅法を検討すればいい。 
（ⅱ）教育⽅法について 
・MBA や理系は 6 年教育であることをしっかり伝えていくことが必要ではないか。 
・座学などのレクチャー形式であれば、場所はある程度柔軟に対応可能であるが、前後の作

業を含めて指導する実習や実験の場合は場所の問題があるのではないか。 
・理系の場合、学部 4 年＋2 年で仕上げていくというのは多くの⼤学で実施している。宮城

⼤学では、1 年⽣は基盤教育をして、その後 5 年で専⾨家教育を⾏うことは間⼝を広く設
定している本学の打ち出し⽅に対して検討の余地がある。 
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・⼤学院をキャリアアップのために進学する⼈は多く、成功している例は多い。 しかし、
⼀度社会に出て、仕事をしながらだと、途中で退学するというケースが想定される。本質的
に学⽣を育てることが重要なので、途中リタイアや質の低下を免れる⽅法を検討すること
が⼤事ではないか。 
・⼟⽇夜間を⾏えば成功するわけではない。残った⼤学
は創意⼯夫が⾏われている。 
 例：昼間と夜間で授業の内容を変えるなど。 
 
2． 事業構想学群基礎講座 
（ⅰ）講座の位置づけについて 
・⼤学院で学ぶ能⼒が不⾜している⼈を対象としてい
るので、本講座は重要である。 
 始まりを踏まえると、現状でもいいかもしれない。 
・昔は外から来た学⽣に対して、事業構想学とは何かということを伝えることを⽬的にして
いた。前半は事業構想額の研究を進めるための基礎⼒、後半は事業構想学とは何かというこ
とを教える⽅針になっている。後半はオムニバスで進めているが、検討の余地はある。後半
部分が通常のカリキュラムと重複しているので、廃⽌するという可能性もある。 
（ⅱ）運営体制について 
・全体の運営体制について、⼀部の教員が⼟曜⽇
を拘束される形になるので、検討してもらいた
い。 
・学部時代に聞いたことがある⼈と外から来た

⼈の両⽅を対象に講義を⾏うことは難しい。
学⽣がオーダーメイド的に受講できるように
してもいいのではないか。 
例：学部の授業を単位化してもいいのではないか。 

・特別講義などもすべての講義を聴講した学⽣は⼊学後単位化する⽅法もあり得るのでは
ないか。 

・既に似たような科⽬を取得している場合は、10 単位まで認めるということもあり得るの
ではないか。 
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3．⾃治体派遣枠の受⼊れ 
（ⅰ）事前調整について 
・研究計画書を提出する前に指導教員と相談し

て進めるようにしている。しかし、どんな教員
がいるか不明なので、そこを地域連携センタ
ーなどが調整役となってお知らせするという
⼯夫が重要ではないか。 

 →派遣職員の⼊学希望者で、想定されるパタ
ーンとして、①本学教員がだれもカバーで
きない分野を希望する、②どの教員がカバ
ーするのか微妙な分野を希望する、③ぴっ
たりとカバーできる分野を希望する者があり得る。 

 →基本的には、調整役（地域連携センター？）からまわってきた案件には、適切な教員へ
の橋渡しや⾃らの得意分野から研究テーマを誘導するなど柔軟に対応する。 

 →各教員は指名された場合には、受け⼊れる⽅向で検討していただきたい。 
（ⅱ）運営体制について 
・教員の流動性が⾼いので、途中で指導教員

がいなくなった場合の対応をどうするか
を検討したほうがいい。 
→⾸都⼤学東京が最も⾃治体職員の受け

⼊れが多い。 
調査の途中で出⼝が変わった場合に、
柔軟に指導教員を変更するなどの⼯夫
が必要ではないか。そうすることで、柔軟に対応できるのではないか。 

 
 
 
 

以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 
記⼊者： ⽯川 伸⼀   

主催者（組織） ⾷産業学研究科教務委員会 
タイトル ⾷産業学群（部）と⾷産業学研究科の接続性について 
実施の趣旨 平成 29 年度の学部から学群への移⾏に伴って，3 学科から 2 学類に

変更になると共に，学群での教育が専⾨から基礎・教養へ、⾷と農を重
視したものへ変更となった。⼀⽅で、⼤学院では，授業科⽬の開講年度
の変更はあったものの，⾷産業学研究科開設当時のカリキュラムから
ほとんど変更されていない。今後の学群出⾝者が⼤学院へ進学する
H33 年度に備え、学群と⼤学院の接続性について議論する必要があっ
た。今年度は，他⼤学の改組，カリキュラムの再構築がどの様に⾏われ
ているかについて講師を招いてお話を伺い，⾷産業学研究科の今後に
ついて議論した。 

参加者／参加対象 ⾷産業学研究科所属教員（30／33 名） 
⽇ 時 12 ⽉ 25 ⽇（⽕） 
場 所 ⾷産業学部 ⼤会議室 
プログラム構成 1. 講演「⼭形⼤学農学部及び農学研究科の教育の現状と課題」 

⼭形⼤学 農学部⻑兼研究科⻑ 林⽥ 光祐 先⽣ 
2. 講演「宮城⼤学 ⾷産業学研究科の現状」 

宮城⼤学 ⾷産業学群⻑及び研究科⻑ ⻄川 正純 先⽣ 
3. ディスカッション「カリキュラムの接続性について」 

（ファシリテーター：三⽯ 誠司 先⽣） 
招聘講師 ⼭形⼤学 農学部⻑兼農学研究科⻑  林⽥ 光祐 先⽣ 

 
【内容】 
 平成３０年１２⽉２５⽇（⽕）１４：００〜１５：３０に、「⾷産業学群（部）と⾷産業学
研究科の接続性について」という題⽬で、ＦＤ研修会が⾏われた。 
 
 まず、⼭形⼤学の農学部⻑兼研究科⻑の林⽥光祐先⽣に「⼭形⼤学農学部及び農学研究科の
教育の現状と課題」というタイトルで、特に「教育」に関してご講演頂いた。 
 ⼭形⼤学農学部では、「総合科学の農学」を重視し、平成２２年に１学科制とした。⼭形⼤
学の学⽣の地元出⾝者は、弘前⼤学、岩⼿⼤学、宮城⼤学と⽐べると低かったため、２０％を
⽬指して１学科制の教育を充実している（⾷関連カリキュラムの充実、⼊試の多様化など）。 
 特徴ある教育・学⽣⽀援として、学⽣や院⽣を含むＦＤ委員会による教育改善、学⽣の就職
サポート、学⽣のメンタルサポート（学⽣相談室運営会議の設置や教員と保護者との連携を強
化）などを⾏っている。 
 ⼭形⼤学⼤学院の⼈数は、３５〜４０⼈程度（留学⽣を含む）で、伸び悩んでいる。充⾜率
は、Ｈ２３から６〜８割程度で続いている（ここ数年は８〜９割）。 
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 ⼭形⼤学農学部では国際交流が盛んで、１０カ国３１名の留学⽣が学んでいる。その核にな
っているのは、「⾷̶農̶環境連携を担うグローバル⼈材育成議場」であり、交互に⼈材の移
動が⾏われ、農学部の４名に１名は海外に⾏っている。⼤学院の共通科⽬として「グローバル
⾷農環境論」という英語の授業を１０単位取るような⼯夫をしている（主に留学⽣）。学部の
留学⽣がそのまま⼤学院に進学できるように考えている。また、ドイツのハノーヴァー⼤学と
の複数学位制度（ダブル・ディグリー）の締結も⾏っている。 
 さらなる１学科制の教育の充実として、平成３１年度４⽉から、農学部１学科６コースを１
学科３コースに再編する予定となっている。各コースの基幹プログラムと２つの横断型プログ
ラム（国際展開プログラムと地域創⽣プログラム）が選択できるようなものとなっている。 
 講演後の質疑応答として、岩堀先⽣より「⼭形⼤学の教員の所属」に関して、 
⽊村先⽣から「法⼈やキャンパスとしての経営体系」「卒論・修論の学外向けの発表会」「グ
ローバル化推進のための予算」などの質問があった。 
 
 次いで⻄川先⽣より「宮城⼤学 ⾷産業学研究科の現状」というタイトルでの講演があっ
た。 
 国・公・私⽴⼤学の全体の説明があったあと、宮城⼤学⼤学院の現状の説明があった。⼤学
院⼊学者数の減少の理由として、学部（学群）と研究科の接続性の問題点として、世界の教
育・研究の潮流を掴んでいるか、県⽴⼤学としての地域のニーズを掴んでいるのか、ニーズに
備えた教員を揃えているのかとの指摘があった。また、学部（学群）進学者と社会⼈・他⼤学
⼊学者の基礎学⼒が違うこと、さらに⾼度な学び（研究）ができていない背景（研究環境の⽼
朽化、教育研究費の少なさ、教員の⼒不⾜・多忙さ）などが説明された。 
 
 その次に、ディスカッションとして三⽯先⽣にファシリテーターをして頂き、「カリキュラ
ムの接続性について」短い時間でしたが、議論した。論点として以下のような意⾒が出た。 
・ 講義科⽬が多すぎて、教員・院⽣の負担が⼤きい 
・ ⼤学院⽣の数をどう確保するか、近くに強⼒な⼤学ある場合、どのような魅⼒を出すべき

か 
・ 院⽣が多くなると、研究をする場所が狭い、広いスペースが必要 
・ 研究費の使い⽅が⼤変、書類をたくさん出す必要があり、院⽣をたくさん送り出せる旅費

の⽀払い⽅にして欲しい 
・ ⼤学院⽣が来ない、⼤学院に⾏くメリットをきちんと学部学⽣に明⽰するように 
・ ⼤学院で専⾨に特化すると、他の⼤学に⾏ってしまう。専⾨の話をしようとすると、広い

ことを教えているので専⾨性が想定的に低くなる 
・ 他⼤学の隣の芝は⻘く⾒えるが、指導性は本学のほうが⾼かったりする 
・ 学部で⼤学院の講義を取る、逆に⼤学院の講義を学部でやるのは興味深い 
・ ⼤学院の講義における⾔語（⽇本語、英語）をどうするか 
 
 

以上 

－　　－45



平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 学務課教務第 1 グループ ⿑藤 千沙   
主催者（組織） カリキュラムセンター 
タイトル ２０４０年に向けた⾼等教育のグランドデザイン（答申）を踏まえ

た⾼等教育政策の動向について 
実施の趣旨 平成３０年１１⽉２６⽇の中教審で⽰された「２０４０年に向けた

⾼等教育のグランドデザイン（答申）」を⽪切りに，⼤学設置基準等
の改正や教学マネジメントに係る指針，⾼等教育の無償化，柴⼭イ
ニシアチブ等，昨今の⾼等教育に対して国から⽰された施策はめま
ぐるしく，その内容について背景も含め理解し，今後の⼤学教育に
盛り込んでいくことは必要不可⽋である。このことから，本 FD で
は教育活動全般を所掌するカリキュラムセンター教職員として，そ
の動きを正確にとらえ，理解し，組織的に展開していくための情報
共有および意⾒交換を⾏った。 

参加者／参加対象 カリキュラムセンター 関係教職員 １２⼈ 
⽇ 時 平成３１年２⽉２７⽇（⽔）１０：３０〜１１：２０ 
場 所 ⼤和キャンパス本部棟４階４０１会議室 

太⽩キャンパス管理棟２階⼩会議室 
プログラム構成 ・2040 年度に向けた⾼等教育のグランドデザイン（答申）等に関す

る情報提供 
・質疑応答 

招聘講師 ⼀般財団法⼈ ⽇本開発構想研究所 ⼭⽥直彦 
 
 まず初めに，佐藤学務課⻑より，「2040 年に向けた⾼等教育のグランドデザイン（答申）」
等をもとに，現在の⾼等教育政策の動向および今後の傾向について，情報共有がなされた。 
 続いて，⼭⽥⽒より補⾜として，国の動きの速さに追随するには教職協働が重要であるこ
と，他⼤学では 1 セメスターあたりのキャップ制の厳格化，授業形態にとらわれない科⽬
設計，専⾨性を持った職員の養成なども検討されていることが挙げられた。なお，宮城⼤学
で⾏っている学修成果の測定等は⽇本の⼤学の中でも先進的な取り組みであり，継続し次
につなげていくことが⼤事であるとの助⾔もいただいた。 
 
（質疑応答） 
⼤塚：看護学を⼤学教育として教える場合，厚⽣省の指定規則が関わってくる。中教審の内
容に沿って，それらをどう盛り込んでいくかが検討課題である。 
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⼭⽥：教職課程も同様で，⼀⽅で必要単位数が⽰されてい
るため，今後の動きとしても制度として⾜かせになるよう
な事態にはならないと思われる。124 単位で構築していく
という基本的な考え⽅は変わらないと思う。 
 
ウィルソン：語学の場合，週 1 回 16 週で設定されている
が，学⽣の成⻑度が⾒えにくい。週に３回，１時間授業で
設定する，というような意⾒もある。 
⼭⽥：⼤学側のルールとして可能であればできる。語学や
情報は横断的にかかわる科⽬であるため，卒論の概要は英
語で記載できる等，全体としての英語⼒を担保することを

ふまえ組織だった⽬標設定を考えていく必要がある。 
  
森⽥：学⽣の学修ニーズを重要視する動きがあるが，学⽣が学びたいものを学ばせるスタイ
ルになると，科⽬によっては学⽣が集まらない恐れもある。 
⼭⽥：アメリカの⼤学は専⾨職としてカリキュラムアドバイザーが年２回学⽣と⾯談をお
こなっている。点ではなく⾯で科⽬のつながりを⽰した履修指導が必要。学ぶ理由，⽬的が
ない学⽣に対して，すでに履修した学⽣から利点を拾い上げて提⽰する等も考えられる。 
  
蒔苗：⼤学院を含めた６年制に
ついて，国⽴⼤学での実現は可
能と考えられるが，公⽴⼤学レ
ベルではどうか。 
⼭⽥：学費の問題もある。プロ
グラムが⽣まれたとしても学
⽣が集まるかどうか。５年間で
修⼠まで取れるプログラムが
実現できれば需要はあるかも
しれない。 
 
森本：教育の質を担保していくと，学⽣の理解度を考慮して授業を実施することが求められ，
質と学⽣の理解度のバランスが難しい。その点に関する国の⽅針について知りたい。 
⼭⽥：何度も試験を⾏い単位を付与している⼤学が⼤半。評価の厳格化により留年率が上が
ることは仕⽅がないものと国も認めているが，留年⽣の増加は学修の質を下げる恐れもあ
るので，１教員のみではなく組織だった学⽣への対応が必要。 

以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： ⼤熊 恵⼦   
主催者（組織） SSC・健康⽀援室 
タイトル 配慮が必要な学⽣の特徴と対応の理解 
実施の趣旨 学⽣相談室・保健室から最近の宮城⼤学の学⽣の特徴についての

情報の提供を受け、適切な対応について考える。 
参加者／参加対象 27 名／全教職員 
⽇ 時 平成 30 年 12 ⽉ 25 ⽇（⽕）14:00〜15:40 
場 所 413 講義室 
プログラム構成 ・保健室（⼤和・太⽩）の利⽤状況に関する説明 

・摂⾷障害の学⽣への対応の実際（健診事後指導をきっかけとして） 
・学⽣相談室の利⽤状況に関する説明 
・発達障害の特性をもつ学⽣への対応の実際 
・質疑応答 

 
【内容】 
 ⼤学改⾰後、グループワーク・アクティブラーニング等の学修⽅法を活⽤する機会が増え
たが、それらを負担に感じる学⽣から相談を受けることが多い。しかし、中には誰にも相談
することもできず、⼀⼈で抱え込んでしまう学⽣も散⾒されている。悩みを抱える学⽣は、
⽋席回数が増える・学修に集中できていない・今までとは違った⾔動が出てくるといったア
ラートを発していることも多くあり、教職員がこのアラートを受信し、“気になる”と感じて
も、どのように対応したらいいのかわからないといった相談を受けることもある。また、最
近の傾向として、摂⾷障害や発達障害の問題が控えている場合もある。 

本ミクロ FD では、このような「気になる学⽣」「配慮が必要な学⽣」の架空事例を提⽰
し、教職員と意⾒交換を⾏い、学⽣への対応について検討した。 

① 昨年度の保健室の利⽤状況 
・ 配布資料をもとに、太⽩では外科的応急処置が多く、⼤和では内科的応急処置が多い

傾向があるが、両キャンパスとも健康診断事後指導が最も多いこと、学年別では、両
キャンパスともに 1 年⽣が多いことが説明された。 

② 健康診断事後指導をきっかけにして摂⾷障害の学⽣の⽀援を⾏った架空事例の紹介 
・ 健康診断事後指導の項⽬である BMI 値（体格指数）で「低体重（やせ）」と診断され

た本学学⽣の割合は 13%前後であることが説明された。 
・ 健康診断事後指導を⾏うため、保健室への来室を呼びかけるが、メール等で再度の呼

びかけを⾏うことも多い。 
・ BMI 低値と診断され、摂⾷障害の疑いのある学⽣に関する架空事例を紹介し、保健

室がどのように学⽣へ保健指導を⾏い、連携しているのかを紹介した。 
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③ 昨年度の学⽣相談室の利⽤状況 
・ ⼤和キャンパスでは、6-7 ⽉と 11 ⽉に相談数のピークがあること、相談学⽣の所属

学類の内訳について、資料を基に説明された。 
・ 学⽣相談室に訪れる学⽣の例として「学⽣相談室のある⼀⽇」を紹介した。 
④ 発達障害の特性をもつ学⽣への対応の実際 
・ 発達障害の特性が背景にある架空事例をもとに、現実場⾯で顕在化する問題、学⽣相

談室での対応についての説明がなされた。 
⑤ 質疑応答 
・ 出席者から発達障害の特性を持つ学⽣に関する対応に苦慮している現状が語られた。

特に学外実習の場合は、気になる学⽣と⾯接する場所がなく、プライバシーに配慮し
て⽀援をする難しさも語られた。 

・ 発達障害の特性をもつ学⽣への⽀援にあたっては、教員とカウンセラーの連携を強
化していくことが必要である。 

 
＜FD の様⼦＞ 

 

 
 

以上 
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平成３０年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 吉川 陽⼤   
主催者（組織） アドミッションセンター 
タイトル ミドルレベルＦＤ 

「⾼⼤接続改⾰に伴う外部英語検定試験の⼊試活⽤に向けた勉強会」 
実施の趣旨 昨年度 7 ⽉ 13 ⽇に「⼤学⼊学共通テスト」実施⽅針等が策定され，

各⼤学は現在の⾼校 1 年⽣が選抜対象となる 2021 年度⼊学者選抜の
制度について，今年度中に予告をすべく検討を進めている。 

また，今年度 6 ⽉ 12 ⽇には，国⽴⼤学協会より外部検定試験の活
⽤⽅法の参考例が⽰されるなど，特に，外部検定試験の活⽤⽅法につ
いては，⼤学の 3 ポリシーと密接に関わることから，⼊学者選抜にお
いて活⽤可能なパターンを改めて共有することで，本学の⼊試制度の
検討を深める必要がある。 

英語４技能評価の⼊試制度検討にあたっては，アドミッションセン
ター内にワーキングチームが組織されており，そのメンバーを中⼼に
他⼤学の事例紹介や国の最新動向等も踏まえながら，勉強会形式でＦ
Ｄを実施することとなった。 

講師は，今回の「外部資格試験」としてＧＴＥＣを展開している株
式会社ベネッセｉ−キャリアに依頼した。 

参加者 ７名 
【アドミッションセンター】 

副センター⻑ 笠原 紳教授，副センター⻑ 塩野 悦⼦教授 
【英語４技能⼊試制度検討ＷＧ】 

基盤教育群 マシュー・ウィルソン教授，⼩島 さつき准教授，畠
⼭ 喜彦特任教授，事務局企画・⼊試課 吉川 陽⼤，岸根 ⼤輔 以上 

⽇ 時 平成３０年１０⽉４⽇（⽊）９：００〜１０：２０ 
場 所 ⼤和キャンパス４Ｆ ４０１会議室 
プログラム構成 ○情報共有「外部英語検定試験の⼊試活⽤⽅法等について」 

○質疑応答 
招聘講師 株式会社ベネッセｉ−キャリア 

教育事業本部 東⽇本営業⼆課 ⽊村 英司 ⽒ 
【内容】＜情報共有「外部英語検定試験の⼊試活⽤⽅法等について」＞ 
 今回の英語４技能評価で，外部検定試験として採⽤が予定されている「ＧＴＥＣ」を展開
する，株式会社ベネッセｉ−キャリア教育事業本部 東⽇本営業⼆課 ⽊村 英司⽒より，国
の⽅針を受け，各⼤学が検討課題として置かれている状況の共有がなされた。加えて，現時
点で英語４技能評価に関して詳細な予告を⾏っている⼤学の事例が紹介され，そこから透
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けて⾒える各⼤学の狙いについて共有がなされた。本学では７⽉２⽇に⾼校１年⽣向けに
第⼀弾の予告を⾏っており，そこでは，⼀般選抜において⼤学⼊試センターが認定する全て
の外部検定試験を活⽤することを明記しているが，その活⽤⽅法はまだ⼿探りの状態であ
る。外部検定試験の活⽤については，その結果について提出を任意とするか必須とするかに
加え，「出願基準とする」，「加点する」，「出願基準とし，かつ加点する」，「みなし加点とす
る」など，様々なケースが想定されており，それぞれのケースにおける，メリット，デメリ
ットが説明された。 

また，本学でも平成２９年度⼊学者より⼤きな⼊試制度改⾰を⾏っていることから，⼊試
区分ごとの英語の伸びをエビデンスとして押さえておくこと等が⽰唆された。 
 ⽊村⽒からは，今回の⼊試制度改⾰を⼀つの好機と捉え，宮城⼤学が，⼊学後に英語の⼒
をどのように伸ばしていくのか，⼤学でのカリキュラム⾯も含め，⾼校⽣や保護者にメッセ
ージを発信することが重要であるとのアドバイスがあった。 

 
【まとめ】 

本学では，新⼊試制度の検討をまさに進めている段階であり，他⼤学の最新の事例もご紹
介いただくなど，⼤変参考となる講演であった。今回の⾼⼤接続改⾰は，⾼校教育，⼤学教
育，そして両者の接続となる⼤学⼊試の三位⼀体の改⾰であることから，常に⾼等学校の状
況も踏まえながら，制度の検討を深めていかなくてはならないという意識が共有された。 

以 上 
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平成３０年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 吉川 陽⼤   
主催者（組織） アドミッションセンター 
タイトル ミドルＦＤ「主体性評価にどのように取り組むか」 
実施の趣旨 昨年 7 ⽉ 13 ⽇に「⼤学⼊学共通テスト」実施⽅針等が策定され，

各⼤学は現在⾼校 1 年⽣が選抜対象となる 2021 年度⼊学者選抜の
制度について，今年度中に予告をすべく検討を進めている。ここで
は，「学⼒の 3 要素」（「知識・技能」「思考⼒・判断⼒・表現⼒」「主
体性を持って多様な⼈々と協働して学ぶ態度」）を多⾯的・総合的に
評価するものへと改善が求められている。 

本学ではこれまでも特にＡＯ⼊試や推薦⼊試において出願書類や
調査書を含めた総合的な評価を⾏ってきたところであるが，今回の
改⾰では，⼀般選抜においても「筆記試験に加え，『主体性を持って
多様な⼈々と協働して学ぶ態度』をより積極的に評価するため，調
査書や志願者本⼈が記載する資料等の積極的な活⽤を促す。」とされ
ており，「各⼤学の⼊学者受⼊れの⽅針に基づき，調査書や志願者本
⼈の記載する資料等をどのように活⽤するのかについて，各⼤学の
募集要項等に明記することとする。」という⽅針が⽰されている。 

そこで，各地で「主体性評価」に関する講演をされ，⼊試研究の
キーパーソンとしてご活躍されている佐賀⼤学アドミッションセン
ター教授・インスティテューショナル・リサーチ室⻑ ⻄郡⼤先⽣を
お迎えし，講演及び意⾒交換を⾏い，本学の⼊試制度検討への⽰唆
を得る機会とした。 

参加者 １６名 
井上誠（アドミッションセンター⻑・教授），笠原紳（アドミッショ
ンセンター副センター⻑・教授），塩野悦⼦（アドミッションセンタ
ー副センター⻑・教授），安齋由貴⼦教授，藤澤由和教授，⾼橋信⼈
准教授，出⾙裕⼦准教授，⼭岸利次准教授，板明果講師，仲宗根卓
講師，学務課⻑ 佐藤憲治，⼊試ＧＬ 吉川陽⼤，⼊試Ｇ主任主査 鈴
⽊政光，⼊試Ｇ主事 平塚真依，⼊試Ｇ主事 久⽶宏紀，企画・広報
Ｇ主事 岸根 ⼤輔 以上 

⽇ 時 平成３０年１２⽉５⽇（⽔）９：００〜１１：００ 
場 所 ⼤和キャンパス ３０２講義室 
プログラム構成 第１部 講演「主体性評価にどのように取り組むか」 

第２部 意⾒交換「主体性評価に向けた意⾒交換」 
招聘講師 佐賀⼤学アドミッションセンター教授 ⻄郡 ⼤ ⽒ 
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【内容】 
＜第１部 講演「主体性評価にどのように取り組むか」＞ 
 講師の⻄郡⽒より，各⼤学が求められている主体性評価について，その背景と多⾯的・総
合的評価の⼊試設計について資料を基に御講演いただいた。特に国公⽴⼤学では，⼀般選抜
においても学⼒の３要素の「主体性・多様性・協働性」についても評価をすることが求めら
れており，限られたマンパワーの中，膨⼤な出願者に対して，どのような⼿法で評価を実施
していくのか，原則論と運⽤⾯での合理性を交えて説明があった。 
 また，佐賀⼤学で新たな⼀般選抜において主体性評価のために導⼊される「特⾊加点制度」
の詳細や，合否判定のプロセスなど，⼤変興味深い事例をご紹介いただいた。また，現在河
合塾と共同開発されている評価⽀援システム「JBS」についてもご紹介いただくなど先進的
な取り組みに触れる機会となった。  
 
＜第２部「主体性評価に向けた意⾒交換」＞ 
 フロアより活発な質問が寄せられ，貴重な意⾒交換の機会となった。特に，佐賀⼤学で導
⼊される「特⾊加点制度」の活⽤⽅法について質問が多く，⾼等学校への周知内容や，裏側
での評価の活⽤⽅法等について，ざっくばらんにお答えいただいた。また，評価基準等も現
在の検討状況をお⽰しいただくなど，本学の制度設計に資する意⾒交換であった。 
 主体性については，その評価が絶対的な基準で⾏われるものでは無いこともあり，まずは
⼤学としてスモールスタートを切りながら，ルーブリックを⾒直すなど改善を重ねていく
という佐賀⼤学の考え⽅をお聞きし，⾮常に学ぶことが多いＦＤであった。 
 

 
【まとめ】 
 アドミッションセンターとして，２回⽬のミドルＦＤの開催であったが，⻄郡先⽣から具
体的な実例をご紹介いただき，参加者アンケ−トからも本ＦＤは⼤変好評であった。国が進
める⾼⼤接続改⾰の取り組みなどアドミッション分野では課題が⼭積しているため，今後
も他⼤学の先進事例を参考にしながら進めていきたい。 

以 上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 学務課教務第１グループ ⿑藤 千沙   
主催者（組織） カリキュラム・スチューデント・アドミッションセンター合同 
タイトル 新⼊⽣アセスメント結果報告 
実施の趣旨 平成３０年度新⼊⽣に実施した「プレースメントテスト」「⼤学⽣基

礎⼒調査」の分析結果の報告，情報共有等 
参加者／参加対象 ⼤和キャンパス：３１名 

太⽩キャンパス：１６名 
参加対象：３センター関係教職員・全教職員 

⽇ 時 ⼤和キャンパス：平成３０年９⽉４⽇（⾦）１０:３０〜１２:００ 
太⽩キャンパス：平成３０年９⽉４⽇（⾦）１４:３０〜１６:００ 

場 所 ⼤和キャンパス：⼤講義室 
太⽩キャンパス：⼤講義室 

プログラム構成 ・ベネッセ i キャリア社及び進研アド社による⼊試結果分析，プレ
ースメントテスト及び⼤学⽣基礎⼒調査の結果報告及び傾向解説 
・質疑応答 

招聘講師 ベネッセ i キャリア 教育事業本部  
東⽇本⼤学営業部 東⽇本営業２課  ⽊村 英司 ⽒ 

進研アド 営業本部 東北⽀社 ⽀社⻑ 進藤 洋⼀ ⽒ 
進研アド 営業本部 東北⽀社     和⽥ ⾹菜⼦ ⽒ 

 
【内容】  
 ４⽉６⽇に平成３０年度新⼊⽣に実施した「プレースメントテスト」「⼤学⽣基礎⼒調査」
における分析結果報告が⾏われた。 
 

事業構想学群⽣については、これまで同様宮城県内からの志願者が８割を占め、これは県
内を中⼼とした⼊試における募集広報が功を奏しているといえるとのことだった。 

⼊試状況については、昨年度⼊試において広く合格者が出たことによる判定の易化によ
り、学⼒上位層の出願が減少していることが報告された。 

また、併願先としては東北学院⼤学が⼤多数を占め、国公⽴⼤学では⾼崎経済⼤学との併
願増加が報告された。なお、併願先に近隣のデザイン系⼤学が⾒受けられないことから、デ
ザイン系を希望して⼊学する学⽣については、デザインに対する強い希望というよりは「な
んとなくおもしろそうだから」という理由で志望しているとも考えられるため、事業構想学
群全体をとおして、⼤学側の希望する学⽣の⼊学を促すためには、⼊学後に⼤学で学べるこ
とを明⽰する等、志望のかたまっていない⾼校⽣へのアピールの必要性について提⾔がな
された。 
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看護学群⽣については志願者が減少しており、これは平成 30 年度センター試験からの理
科２科⽬選択への変更による敬遠と考えられ、秋⽥⼤や福島県⽴医⼤の出願者が増加して
いることを含め、⼊試変更を受けた近隣の公⽴⼤学への進路変更を⾏った可能性があるこ
とが⽰唆された。 

なお、出願者の減少に伴い昨年度不合格のラインでも合格者が出ており、プレースメント
テスト（化学）の結果についてもそれが数値として表れていることが報告された。 

さらに６⽉マーク模試における志望動向についても、志望者は微増しているが成績上位
層が⼤幅に減少している傾向にあるため、今後、⼊試の変更理由やどういった学⽣に来てほ
しいのか、という点を県内の⾼校に周知するなど、⼊試敬遠への対策を⾏う必要性について
提⾔がなされた。 

 
⾷産業学群⽣については、農・⽔産学系統のマーケットにおける志願者が全国的に減少し

ているにも関わらず、県内からの志願者は増加していることが報告された。ただ、併願先に
宮城教育⼤学や東北学院⼤学も多いことから、「県内の⼤学」という基準で選んでいる傾向
が⾒られるとのことで、事業構想学群と同様に、志望のかたまっていない⾼校⽣へのアピー
ルの仕⽅が課題であるとのことだった。 
  
 ⼤学⽣基礎⼒調査の結果からは、全国的に⾒て⾼い「批判的思考⼒」を有していることか
ら、⼤学に⼊る資質のある学⽣が⼊学していることがわかるが、「推論の⼟台の検討」や「推
論」といった、⼤学⼊学後に鍛えられていく部分についてはまだ低い数値であるため、教育
の質保証という観点からも、⼊学後の学⽣の学⼒の伸び率を可視化していくこと、そこから
どういった学⽣がより成⻑できるかを割り出し、今後の募集広報等の戦略に結び付けてい
くことの必要性について提⾔がなされた。 
  
【まとめ】 
 本 FD を契機に、3 センター関係教職員のみならず全教職員が、教学マネジメントにおけ
る PDCA サイクルの確⽴・実施に主体的に取り組んでいくよう、体制の整備と⼀層の情報
共有、意識向上につなげていきたい。 

以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 仲宗根 卓   
主催者（組織） キャリア・インターンシップセンター 
タイトル 若い⼈材育成の重要性を踏まえた⾼等学校キャリア教育の現状と課

題について―宮城県⿅島台商業⾼等学校のキャリア教育の取組事例
を通して― 

実施の趣旨 特徴的なキャリア教育を実施している⿅島台商業⾼校の取り組みを
参考に、本学におけるキャリア教育の在り⽅について検討を⾏う。 

参加者／参加対象 太⽩ C での出席者：堀⽥、伊吹、⼯藤（康） 
⼤和 C での出席者：⽥邉、藤澤、須⽥、佐々⽊（久）、⽇原、内⽥、
⽯内、仲宗根、⾼⾙、庄司、⾼橋、岸根、三浦、近江、⼩林／全教
職員 

⽇ 時 平成 31 年 1 ⽉ 9 ⽇（⽔）11:30-12:30 
場 所 ⼤和キャンパス 401 会議室／太⽩キャンパス ⼩会議室（中継） 
プログラム構成 ・⻘野也⼨志⽒による、宮城県⿅島台商業⾼等学校のキャリア教育

実践事例の紹介、及び課題等の解説 
招聘講師 宮城県⿅島台商業⾼等学校 教諭・進路指導部⻑ ⻘野也⼨志⽒ 

 
【内容】 
 本学での進路指導の成果は、全国
の国公⽴⼤学では、トップレベルと
評価されている。しかし、昨今の労
働環境を勘案すると、卒業時の就職
先で定年を迎えることは少数派で
あるとの報告もある。それがキャリ
ア・ビルディングであるならば問題
ないが、不本意での退職等である場
合、⼤学としてどのようなフォロー
が考えられるかを検討する必要が
ある。考えられる⼀つの⽅法として、卒業⽣の所属先の追跡調査があるが、本学では本格的
な追跡調査を開始したばかりである。 
 今後、本学で追跡調査を継続的及び戦略的に活かしていくために、すでに全件・毎年継続
的な調査を実施している⿅島台商業⾼等学校の⻘野也⼨志⽒に、追跡調査の⽅法や活⽤法
等を講義して頂いた。 

追跡調査⽅法として、⿅島台商業⾼等学校では、卒業後 8 年以内の卒業⽣全員及び職場
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を対象に、主に電話による実態調査を実施していることが紹介された。また、実態調査によ
り卒業⽣の状況が明らかになり、それらを分析することで、キャリア教育指導において必要
な課題が浮き彫りになるという、調査の実施プロセスについても説明があった。そして、卒
業⽣の離職率の低下等、キャリア教育における取り組みの成果等についても報告があった。 

卒業⽣数の規模等の違いから、⿅島台商業⾼等学校における成功例を本学においても直
ちに実施できるわけではないが、⻘野⽒の講義から多くの⽰唆を得ることができた。とりわ

け、卒業⽣の現状の把握及び分析
の必要性については、本研修参加
者の多くが改めて実感するとこ
ろとなった。 

今回の研修を踏まえ、継続的且
つ戦略的な卒業⽣の追跡調査⽅
法を検討し確⽴することが、キャ
リア・インターンシップセンター
の今後の課題である。 

 
 

以上 
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第３部 
ミクロレベルＦＤ・ＳＤ 



第３部 ミクロレベル FD・SD 
 

１．事業プランニング学類 FD                     ・・・６０ 
 

２．地域創⽣学類 FD                         ・・・６２ 
 

３．価値創造デザイン学類 FD                     ・・・６４ 
 

４．⾷資源開発学類 FD                        ・・・６６ 
 

５．フードマネジメント学類 FD                    ・・・７０ 
 

６．基盤教育群 FD                          ・・・７２ 
 

７．カリキュラムセンターFD                      ・・・７４ 
 

８．サービスラーニング FD                       ・・・７６ 
 

９．語学分野 FD                            ・・・７８ 
 
  １０．事務局 FD                                                     ・・・８０ 
 
  １１．事務局⾃主勉強会                                               ・・・８２ 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者：内⽥ 直仁    
主催者（組織） 事業プランニング学類 
タイトル 研究・教育交流の活性化の環境検討 

〜コモンズ等整備を受けて〜 
実施の趣旨 コモンズ等の整備を受けて、研究・教育交流の場の活⽤につき、

再考を⽬的とした。 
他⼤の事例との⽐較から、本学の研究・交流の在り⽅を検討した。 

参加者／参加対象 8 名（事業プランニング学類所属教員） 
⽇ 時 平成 30 年 9 ⽉ 5 ⽇（⽔）14：00〜15：00 
場 所 ⼤和キャンパス 応接会議室 
プログラム構成 ① 内⽥からの他⼤学視察・取材結果を報告：20 分 

② 意⾒交換：30 分 
③ まとめ：10 分 

招聘講師 特になし 
【内容】 
① 内⽥からの他⼤学視察・取材結果を報告 
 研究・教育交流の場の他⼤事例として、同地域・同規模を選択し、視察とヒヤリングを⾏
った。事前の学類会での情報交換では、宮城学院⼤学と尚絅学院⼤学が候補として挙げられ
た。その内、宮城学院⼤学から許可を得たため、同校を対象とした。 
 宮城学院⼤学の研究・教育交流の場として射程としたのは、学科図書館である。東北⼤学
等にも学部図書館が存在するが、本学には存在しない。その規模や機能について、視察と取
材結果の報告を⾏った。このことから、本学の研究・教育交流の場の活性化についての意⾒
交換の基礎となる話題提供を⾏った。 
 宮城学院⼤学は、全学での 1 学年定員数 650 名、学科の 1 学年平均定員数 72 名である。
全体として本学より学⽣数は多いが学科としては、本学群の各学類平均に近い。⼤学には独
⽴校舎の総合図書館を有するが、その規模・機能感は同等に感じられ、⽐較は有効に思われ
た。 
＜画像 1：学科図書館の案内図＞ 

 
 

画像 1 は、現代ビジネス学科の学科図書館
の案内図である。⼀般的な研究室の 6〜8
倍程の⾯積を有している。 
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＜画像 2：学科図書館の内部＞ 
 

画像 2 は、現代ビジネスの学科図書館の内
部を撮影したものである。どの学科も書
架・閲覧机・10〜20 台のパソコン・ホワ
イトボート等が準備されていた。 

 
 

学科図書館は、各学科の裁量で運営されているため、学科の個性が際⽴っていた。⽇本⽂
学科図書館の近代⽂学コレクションは際⽴っていた。全ての図書館は開放型で、司書等の職
員は常勤しておらず、必要に応じて各学科の副⼿が運営を担当している。学⽣の取材から、
⾃由に利⽤することができ、論⽂作成やゼミの打ち合わせで活⽤が多いようである。とにか
く⾃由に使える PC の数が多いのも便利であると好評であった。⼥⼦学⽣が多く、PC を持
ち歩く体⼒的な問題が意識されているように思えた。また、サブセミでの教育の場にもでき
て利便性が⾼いと話す教員もいた。更には、全学科共に専任教員の所属学会の学会誌や出⾝
⼤学の紀要、⼀般の書店で⾒かけない専⾨性の⾼い専⾨誌コーナーを設けたり、画像 3 の
独⾃掲⽰板を設けたり、学科でコア学会を定め事務局誘致し情報発信する等、提供する情報
の濃さは⼤いに参考になった。 
＜画像 3：学科図書館の掲⽰坂＞ 

 
画像 3 は、学科図書館での掲⽰板であ

る。研究会や専攻の活かせるバイト情報
等、教員と学⽣の交流ツールとして活⽤
され、専攻能⼒の⾼い副⼿がアップデー
トしている。 

 
② 意⾒交換 

・学⽣の⾃習環境の提供の在り⽅ ⇒ 教授ラウンジ・コモンズ活⽤ 
・学科や教員からの情報提供の在り⽅ ⇒ 教授ラウンジ利⽤ 
・環境保全や場の運営の在り⽅ ⇒ 4 階受付担当への過度の負担にならない依頼 
・学⽣⽤常設 PC の在り⽅ ⇒ PC 室＋モバイルで様⼦を⾒る 

③ まとめ  
・学部や学科図書館の有効性は認められるが、本学のコモンズは斬新でありアピールすべ

きで、当⾯はコモンズ有効活⽤を検討・実践し実績を残す 
・活⽤の成果から常に利⽤法を改善し、活発な交流場として学⽣の満⾜度向上をはかる 

以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者：佐々⽊秀之  
主催者（組織） 地域創⽣学類 
タイトル 地域創⽣演習の進め⽅に関する FD 
実施の趣旨 地域創⽣学類として演習を効果的に⾏うための検討を⾏う。 
参加者／参加対象 地域創⽣学類教員 
⽇ 時 2018 年 9 ⽉ 19 ⽇ 
場 所 402 会議室 
プログラム構成 1）趣旨説明、2）第１部・事例報告、3）第 2 部・グループディスカ

ッション 
招聘講師  

 
【内容】 

学群制移⾏に伴い新設された地域創⽣学類であるが、2 年⽬を迎え、地域創⽣演習（ゼミ）
の実施段階を迎える。宮城⼤学の地域創⽣学類は、⼯学系であり、旧事業構想学部の計画学
科、デザイン情報学科、⾷産業学部の環境システム学科の教員によって構成される。学⽣の
コース選択を終えたこのタイミングにおいて、地域政策コース・地域科学コースの動向もふ
まえ、ゼミ選択のありかたを検討することにした。 

FD では、まず第 1 部として旧学科のゼミ選択の進め⽅についての報告を⾏った。事業構
想学部計画学科は⽯⽥准教授、デザイン情報学科は⾈引教授、⾷産業学部環境システム学科
は郷古教授より、現状のゼミ選択の⽅法について報告があった。 

以上の報告を受けて、第 2 部ではグループディスカションを実施した。各⾃意⾒を出し
合い、その結果、12 ⽉上旬に研究室説明会を実施し、その後学⽣⾃⾝が研究室訪問を⾏い、
研究室に配属された状態で 4 ⽉を迎えるとの⽅針を⾒出すことができた。 

次年度以降は、他⼤学の地域系学部の動向もふまえ、さらに改善を加えていくことで合意
した。 
＜参考資料（写真）＞ 

⼤和 C 太⽩ C 
以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 中⽥ 千彦   
主催者（組織） 事業構想学群 価値創造デザイン学類 
タイトル ⼤学における障害学⽣⽀援の現状と実際について 
実施の趣旨 価値創造デザイン学類に所属する重度障害学⽣への⽀援及び、今後

において⼊学が⾒込まれる障害学⽣への⽀援⽅法を研鑽するため
に、外部講師を招いて障害学⽣⽀援に関する基礎的な知識を習得す
るとともに、学類内での⽀援実践を振り返り共有するワークショッ
プを通じて合理的配慮の提供⽅法を具体的に理解することを⽬的と
する。 

参加者／参加対象 学類教員 13 名・事務局 3 名参加／学類教員 15 名・他 
⽇ 時 2018 年 9 ⽉ 5 ⽇(⽔) 14 時〜15 時 
場 所 ⼤和キャンパス 本部棟 401 会議室 
プログラム構成 1. 開会 

2. 学類⻑挨拶(中⽥学類⻑) 
3. 講師紹介(要配慮学⽣ WG・橋本助教) 
4. 講義「⼤学における障害学⽣⽀援の現状と実際について」 

 講師：東北⼤学 学⽣相談・特別⽀援センター 
    副センター⻑ 池⽥忠義 教授 
    特別⽀援室相談員 佐々⽊真理 助⼿ 

5. ワークショップ「学類内の実践共有」 
 コーディネーター：平岡教授 
 話題提供：⿅野教授・⼟岐准教授・鈴⽊准教授 
 コメンテーター：東北⼤学 池⽥教授・佐々⽊助⼿ 

6. 学類⻑総括(中⽥学類⻑) 
7. 閉会 

招聘講師 東北⼤学 学⽣相談・特別⽀援センター 
    副センター⻑ 池⽥忠義 教授 
    特別⽀援室相談員 佐々⽊真理 助⼿ 

 
 今回の FD では、価値創造デザイン学類に所属する重度障害学⽣への⽀援及び、今後にお
いて⼊学が⾒込まれる障害学⽣への⽀援⽅法を研鑽することを⽬的に開催した。具体的な
内容としては、まず、東北⼤学 学⽣相談・特別⽀援センターより講師を招いての講義を通
じ、障害学⽣⽀援に関する基礎的な知識を習得することとした。また、H30 年度前期にお
ける学類内での障害学⽣⽀援を中⼼に、教員同⼠で実践を共有し、合理的配慮の提供⽅法
について具体的に理解・議論することとした。 
 まず、中⽥学類⻑より、学類内の障害学⽣の在籍状況と、今後における障害学⽣の受け
⼊れ等に関する説明がなされた。 
 次に、東北⼤学 学⽣相談・特別⽀援センター 特別⽀援室相談員 佐々⽊助⼿より、「⼤
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学における障害学⽣⽀援の現状と実際について」と題した講義をいただいた。講義内では、
障害学⽣の受け⼊れと合理的配慮の提供が必要となった社会的背景を理解し、公⽴⼤学は
その法的義務を負っていることを確認した。また、⼤学における障害学⽣への不当な差別
的取扱いと合理的配慮の提供について、具体的な場⾯を想定しながら理解を進めた。加え
て、東北⼤学での取り組みについて、⽀援体制や障害種別ごとの合理的配慮の提供例を交
えながらご紹介いただいた。 
 続いて、ワークショップとして学類内での障害学⽣⽀援の実践を共有しながら、合理的
配慮の提供⽅法について具体的に理解・議論した。その際、まず平岡教授がコーディネー
ターとして、学類のカリキュラムと重度障害学⽣の履修状況を説明した。その後、⿅野教
授・⼟岐准教授より、H30 年前期における「価値創造デザイン演習Ⅰ」での重度障害学⽣
の受講状況が、具体的に紹介された。また、その様⼦を踏まえ、鈴⽊准教授より、H30 年
度後期における「価値創造デザイン演習Ⅱ」での重度障害学⽣に対する合理的配慮の提供
内容(予定)が紹介された。これらの話題提供を受け、教員同⼠での議論を交わした。また、
コメンテーターとして同席いただいた東北⼤学 池⽥教授・佐々⽊助⼿より、学類内での
取組について助⾔をいただいた。 
 最後に、中⽥学類⻑より、総括として、改めて価値創造デザイン学類での障害学⽣の受
け⼊れと⽀援の⽅針が⽰された。 
 

 
 

 
 

以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 森本素⼦   
主催者（組織） ⾷資源開発学類 
タイトル ⾷資源開発学類の教育プログラムの精査 
実施の趣旨 現在、⾷資源開発学類の第１期⽣が２年⽣として基礎科⽬に取り組

んでいる。教員側としては６０⼈規模の実習の運営などこれまで体
験したことのなかったプログラムを実践中で、さまざまな課題が出
てきている。また、ここから卒業研究に向けて⾷資源開発学類とし
ての体系的なカリキュラムについて、未検討の部分が多く残されて
いることから、４年間の教育プログラムを精査し、教員の連携を強
め、共通認識をもって教育に当たっていくことを⽬的とした議論を
⾏いたい。 

参加者／参加対象 ⾷資源開発学類教員 
⼤⽵・伊吹・紺屋・⽇渡・神宮字・⼩林・岩井・中村し・⽚⼭・川
島・北辻・菊池・森本・⽊村・柳澤・中村聡・須⽥ 

⽇ 時 ２０１８年８⽉２２⽇及び２８⽇ 
場 所 太⽩キャンパス共⽤会議室１ 
プログラム構成 ４⼈ずつのグループに分かれ、新カリ・卒業研究等についてディス

カッション 
招聘講師 なし 

 
【内容】（発⾔録：抜粋） 
新しいカリキュラムになってよかったこと 
・コメントカードへの積極的な書き込みがふえたので、⼊試制度が変わり偏差値が上がっ
て、積極的な⼦が増えたのかもしれない。 
・スタートアップセミナー：通常の座学よりも⽣徒と積極的にかかわることができるし、主
体性を育む、積極性を⾝に着けさせるという意味ではよい講義であると思う。 
・共通教育の⼀環として科⽬を⾒直す機会になった。オムニバスなので教員間で話し合う機
会が増えた。基礎の教員（⾼校教員）とも調整するようになった。 
・学⽣個⼈の情報に触れる機会が増えた。サポート体制ができてきた。 
・他学群の学⽣も担当して、学⽣の違いを認識した。 
新しいカリキュラムの課題と考えられること 
・学⽣数が多い、実習の⼿が回らない、事故の⼼配も。 
・コース選択のからみで、学⽣に対しどんな専⾨が学べるのか、専⾨の授業を１つ２つでも
2 年前期にもってこれるといいが。 
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・就職先を⽰してやれるといい。 
・カリキュラム改⾰の共通認識がもててないんじゃないか。 
・動物植物以外のことを勉強したい学⽣が先が⾒えない状況ではないか。 
・公務員になりたい⼈に対する指導などもあるとよい。 
・1 年時の接点が減った。学類所属がないため、接し⽅が今までと違って難しい。先輩がい
ないので⾃分の将来像を描きにくい。 
・選択の機会が多いのに、必要な情報が届いていない。専⾨に触れる機会が少ない、遅い。 
・⼤⼈数の講義や実習が増え、教員の負担増。学⽣の集中度も低いのではないか。 
・主体的に学ぶ姿勢が低くなった。 
・基盤の時に専⾨とつながるような指導をしてやらないとモチベーションが維持できない
のでは。教員間の⼒量の差もある。教員の⾃由度をもう少し⾼めてほしい。学⽣からの不満
も。先⽣の意⾒もさまざまで齟齬あり。 
・時間割、1 年 1 限から必修を⼊れているせいで⾦曜全休、⽕曜も後半は全休となる場合が
出てきている。時間割を考えなおしたらどうか。 
コース選択と研究室配属 
・⼩さい⼤学だから距離の近さが⼤事なのでは？ 
・教員とのコミュニケーションがとれるように。 
・3 年の前期に 3 回程度希望調査、2 年⽣に後期に研究室訪問、事前アンケート。 
・コース選択⼈数は収まるような上限とすべきでは。 
・学外⾒学、OB を活⽤、それぞれの先⽣のできる範囲で。 
・研究室配属に上限を設けないとすると、スペースの問題や研究費の問題が⽣じる。余剰ス
ペースを有効に利⽤したり、他⼤学のように配属学⽣の⼈数に合わせて研究費を配分する
などの処置が必要 
・ルールは早く決めて早く学⽣に周知すべき。 
・研究紹介以外についても学類、コース、研究室の特⾊を把握できるような⾏事が必要：⽥
植え、収穫祭、⼤学祭の出店、球技⼤会、花⾒、芋煮会 
卒論の取り組みについて 
・研究でやった内容が直接社会に役⽴つことはほとんどないが、考え⽅、進め⽅、相談、報
告などのまとめる能⼒、ディスカッションする能⼒、論理的な思考をする能⼒、総合的な。
研究者をめざしてやってるわけじゃない。最低限のスキルや知識を⾝につけさせないとそ
の先はない。が、なかなか到達できてないと思う。3 年⽣はいったら研究内容の説明、テー
マを決めたり、勉強してもらったり。4 年になったらテーマが決まっていてそれぞれが進め
ていく。週に⼀回進捗チェックしたいと考えているが、なしになることも。 
・3 年⽣はチームで作業、英語論⽂ゼミ、4 年⽣の⼿伝い、テーマは学⽣の希望を聞いて。
なければ先⽣が与える。4 年⽣になったら本番の栽培、失敗が許されないので先⽣の細かい
チェック、週に 1 回は必ず調査、研究室内で中間報告を。そのあたりで⽅法くらいは書き始
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める。エクセルの使い⽅など。秋は収穫調査、毎⽇、朝から晩まで。12 ⽉くらいに終わる。
データ解析はそれから。グラフの書き⽅、論⽂の流れ、12 ⽉中に図は提出。正⽉に考察ま
とめ、途中で⼿を⼊れることも。発表会に向けた準備。発表会後に加筆、完成。評価は普段
の取り組み、発表会へに向けての準備、解析（統計）。成果そのものより取り組み姿勢を評
価。取り組みの悪い学⽣は評価は厳しくなる。可もあり。 
・週 1 回プログレスレポートをやっている、1 週間にやると決めたことをやれたら評価、や
ってないと減点。この採点は学⽣には⾔ってない。姿勢はみなさんと同じ。研究内容そのも
のでなくても社会⼈になってから、役に⽴つような⼒を。コンペティションをやめても、、、。
評価は⽇ごろの取り組み。 
・研究室とのミスマッチングを防ぐ⽅法として、サーべイでの配属と卒論配属先での変更を
認める。ただし空がある場合のみ。 
・中間発表はやるか？計画だけでも。10 ⽉第 2 週（環境）。ポスターで。講義室で。学⽣が
はりついて、教員が回る。評価を学科会で共有。教務委員会から指導？ 
・評価の基準は、卒論 6 単位、270 時間以上（週 2 ⽇ 4 時間程度）来なさいという指導。卒
論そのものは 50 ページ以上、具体的に⽰したらいいのではないか。ルールを明⽰。プレゼ
ン賞は要らないだろう。分野違うと評価むずかしい。中間報告会について検討すれば？ 
・卒論指導は教員によって差がありすぎる。ある程度はすり合わせては？やらない学⽣はサ
ポート、卒業できるようにするしかない。 
・学⽣が真剣にしっかり取り組めるように指導するのが教員の責任。教員がどの程度指導時
間を持ったか、などを評価。 
・教員によって指導の仕⽅や評価の仕⽅に⼤きく相違がある。 
→成績の公平性を保つために、指導教員の評価の他に第 3 者がそれが適正かある程度判断
するような機会（学科会で⼀通りチェックするなど）があると良いのではないか。 
→卒論の評価は、指導教員の指導⽅法が適正であるかどうかにも依存するので、指導の仕⽅
が適正か判断する客観的な指標も必要ではないか。 
・学⽣指導について教員間の差はあるだろうが、最低限の統⼀的対応が必要。ゼミの内容や
出席など取り決めごとなど。 
 
【課題の整理】 
＊今後決定すべきこと 
＊研究室配属について 
・研究室配属の上限 
・希望者が上回った場合の GPA の利⽤ 
＊卒論の取り組みについて 
・中間報告会の開催の是⾮ 
・卒論の評価基準 
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・卒論評価を学類会議で確認するかどうか 
・印刷した卒論をいつでもだれでも⾒られる場所に置く 
 
＊今後やっていくこと 
・2 年⽣の研究室希望調査 
・1,2 年⽣の研究室訪問ウィーク 
・学⽣とのイベント（⾷事会、球技⼤会等） 
・教員紹介パネルの設置（←すでに教務委員会で実施決定） 
・関連する科⽬間教員の⾃主的な連絡会議 
・基盤科⽬内での専⾨教員ゲストスピーカー 
・卒業⽣による講演やゲストスピーカー、在学⽣による卒業⽣訪問 
 

 
以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 森⽥ 明   
主催者（組織） ⾷産業学群フードマネジメント学類 
タイトル フードマネジメント学類における⽂理融合による教育の検討 
実施の趣旨 今時の⼤学組織改⾰によって教学組織は⼤きく変わり，また，⼊試

制度・カリキュラムも⼤幅に変更されたことから，教える教員も学
ぶ学⽣も⼤きく変わると予想される。⼀⽅，⾷産業学群フードマネ
ジメント学類は，その前⾝であるフードビジネス学科以来，⾷産業
の，特に製造・加⼯・流通・消費といった川中・川下に当たる過程
の社会的な総合性を鑑み，⽂理融合の教育を実践してきたところ。
そこでフードマネジメント学類として，あらためてこれまでの教育
実践の理念として⽂理融合について検討を⾏うことを⽬的とする。 

参加者／参加対象 フードマネジメント学類教員 
⽇ 時 平成 30 年 10 ⽉ 31 ⽇ 15:00〜17:30 
場 所 太⽩キャンパス 302 講義室 
プログラム構成 １．開学時に⽂理融合教育を実践された樋⼝貞三名誉教授（⽂）及

び鈴⽊建夫名誉教授（理）の２名を招来し，⾷産業学部開学時の
⽂理融合教育の考え⽅についての講演を⾏う。 

２．新カリキュラムのなかで⽂理融合の可能性や可否について現教
員での討論を⾏い，その実践の可能性についての討論を⾏う。 

招聘講師 樋⼝貞三本学名誉教授，鈴⽊建夫本学名誉教授 
 
【内容】 

宮城⼤学⾷産業学部が 2005 年に開学し，⾷資源・３学部でスタートしたが，その時のフ
ードの教育理念は，マーケットの分かる技術者，技術の分かるマーケッターの育成であった。
それは，現代のフード・チェーンをとらえる中⼼は⾷「産業」にあり，とりわけ「産業」と
して多くの企業が関与しているフードビジネス学科の扱う範囲（川中・川下）は，製造・加
⼯・流通（品質管理など）の⼯学的側⾯から，その製造コストや流通・販売の経営的側⾯の
両⾯からとらえることが必要であったからである。2000 年代を前後して⾷品への信頼感を
損なう不祥事が陸続と発⽣し，そのための⽅策がとられてきたが，それには企業活動全体を
把える⽅法，すなわち，企業の開発活動，⽣産活動，販売活動，経営判断や経済動向といっ
た全体を⾒渡すことで得られる。そして，そうした思考をフード・チェーン全体に及ぼして，
全体を考える。フードビジネス学科の学科たる本質をそこに求め，⽂理融合を理念として教
育活動及び研究活動を展開してきた。 
 2019 年度は，新カリキュラムでの３年⽣が，新⽣フードマネジメント学類に進学するこ
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とになる。フードマネジメント学類での教育
は，旧フードビジネス学科の教育を発展解消
したものとして位置付けられる。今⽇，⾷と
農に関する学部や学科を新設する⼤学が後を
絶たない。これらの多くは，今まさに求めら
れる社会的ニーズを受け⽌めているものであ
り，我々が当初抱いていた理念というものが
今⽇的にも益々必要になっていることの証左といえるものであり，コア・コンピタンスとも
いえるものと考えられる。そこで，フードマネジメント学類においても，このコア・コンピ
タンスの継承を図るため，まず，旧フードビジネス学科の創設時に指導的な役割を果たした
名誉教授を⽂理２名を招聘し，その当時に考えていたことの話を聞くことにした。⽂系の代
表として，樋⼝貞三名誉教授。理系の代表として鈴⽊建夫名誉教授である。両名の講演の後，
質疑を⾏った。 
 鈴⽊建夫名誉教授からは，これまでの鈴⽊先⽣⾃⾝の学問に対する姿勢に関する遍歴が
説明され，その中で⾷に関する学問が単なる⾃然科学的な解析に⽌まるべきでなく，その応
⽤（社会的な）があって初めて完結するものである，との趣旨の講演がなされた。 
 樋⼝貞三名誉教授からは，本学設⽴時にはすでに「⽂理融合」の理念はしっかり据えられ
ていて，いろいろな議論がある中でも，⽂理融合の考え⽅は堅持されていたように思うとい
う。とはいえ，そうした理念が個々の教員の考え⽅にどのように関係しているか，また，そ
もそも個々の教員との融合はどのような状態をいうのか，あるいは，専⾨性との葛藤はどう
あるのかなどの課題は，安穏としては維持できない。何よりも組織を構成する教員の個のあ
り⽅，その組織との有機的関係，⾃発的紐帯性も理念を維持することに肝⼼であり，そうい
うことを⽇常的に話あえる場が必要で有る。これからも，しっかり腰を据えて取り組むこと
が必要だと考える。今後のフードマネジメント学類の活動に期待したいといった講演をい
ただいた。 
 質疑では，両名誉教授の発⾔を受けて，本学から他⼤学に転出された先⽣と話していたと
ころ，専⾨学科なので，学⽣の⾃然科学の専⾨性は⾼いが，それが社会でどういう意味をも
つのか，どのように商品化するのか，どのように販売するのかの意識がまったく⽋落してい
る。本学では，どこかでそうした意識しており，どこかで必ず社会とつながっている。⽂理
融合の理念は学⽣の教育としても有効なものと思う，との発⾔があった。 
 また，⽂系・理系の両⽅の教員どうしがくつろぎながら意⾒交換をする場だけでなく，学
⽣も含めて交流の場があるとなおよいという意⾒も発⾔があった。 
 教育としての⽂理融合も必要であるが，研究としても⽂理融合が必要である，との発⾔が
あった。 
 

以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 三浦 幸平   
主催者（組織） 三浦幸平（基盤教育群） 
タイトル 基盤教育（数理系）の現状共有と展開 
実施の趣旨 2017 年度の⼤学改⾰により，学部学科制から学群学類制への移

⾏，それに伴う新カリキュラムが⾛り出して 2 年が経過する。そこ
で，各学類に配属された学⽣１期⽣（現 2 年⽣）の成績算出直後の
この時期に，旧カリ⽣および新カリ⽣との「⼿応え」の⽐較につい
て，学類科⽬の担当教員から意⾒と情報の共有を⾏う。特に本 FD
では，数理的な知識・技能を必要とする学類科⽬に限定する。共有
された情報をもとに，改善点と継続すべき点を明確にする。基盤教
育（数理系）へのご要望の集約を⾏う。さらに，来年度の取組みの
予定を共有し，関係学類科⽬の教育資料の提供の場とする。 
※今回の FD で⽤いる「⼿応え」とは参加していただいた教員の主
観にゆだね，素朴に現状の共有を⾏うもの。 

参加者／参加対象 7 名／本学教職員 
⽇ 時 平成 31 年 3 ⽉ 4 ⽇ 
場 所 宮城⼤学⼤和キャンパス 403 教室 
プログラム構成 １．本 FD の⽬的，対象科⽬間の構造 

２．旧カリ⽣，新カリ⽣の「⼿応え」の⽐較 
① 萩原先⽣(看護学群) 

「旧カリ『疫学 I』と新カリ『疫学 I』」 
② 徳永先⽣(事業構想学群) 

「旧カリ『事業構想の数理』と新カリ『数理計画』」 
③ 川村先⽣(⾷産業学群) 

「旧カリ『経済経営学基礎』と新カリ『経済経営学基礎』」 
④ 須栗先⽣ 

「旧カリ『情報処理』他と新カリ『情報化社会と技術』他」 
３．討論 
４．⼤学での数理系教育を取り巻く状況 

① 「数理・データサイエンス教育教科拠点コンソーシアム」 
② 「⾼校の次期学習指導要領」 

５．今後の取組み 
正課外教育「論理と集合(仮称)」他 

招聘講師 なし 
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【内容】 
〈本 FD の目的，対象科目間の構造〉 

主催者より FD の⽬的が述べられたのち，対象科⽬，特に今回新旧カリキュラム下の学⽣
の状況についてご報告していただく新旧科⽬および１，２年次の科⽬の構造・関係性につい
て説明が⾏われた。 
 
〈旧カリ⽣，新カリ⽣の「⼿応え」の⽐較〉 

萩原准教授，徳永教授，川村教授，須栗教授より新旧 2 年⽣の「⼿応え」に関して報告が
あった。 
 
〈討論〉 
「⼿応え」の差異に関する要因としての主な論点は下記の通り。 
1. 学部学科制から学群学類制への移⾏に伴い，学科 1 年制へ課していた必修科⽬が学群

単位となったため，学科に対応する学類所属の学⽣に 1 年次の必修の状況が変化した
こと。 

2. 学群 1 年への新設科⽬の効果について 
3. 開講期が変更になったことによる影響 
4. その他の変更点 

より⼀般的な議論として，論理的思考を養成する教育，科⽬の在り⽅について多くの意⾒
が出され，正課教育の有効化，正課外教育の在り⽅とその評価の仕⽅について認識が共有さ
れた。またそれらに伴う，科⽬間の連携を超えた問題についても議論がなされた。 
 
〈⼤学での数理系教育を取り巻く状況〉 

⽇本数学会教育委員会教育シンポジウム 3 回分で扱われた，「数理・データサイエンス教
育教科拠点コンソーシアム」，「⾼等学校の次期学習指導要領」に関する報告が主催者よりあ
った。⼊学してくる学⽣の学⼒の多様化・不均⼀に対する，⼤学教員の認識と集団教育とし
ての協⼒，情報の共有の重要性が確認された。 
 
〈今後の取組み〉 

来年度の対応の⼀つとして，正課外教育として「論理・集合(仮称)」を⾏う予定であるこ
とが周知された。それに⽤いられる教科資料が参加者に配布され，今後の数理系科⽬の在り
⽅についてのたたき台をすることとなった。 

正課外教育に関する要望がアンケートを通じて集約された。既に予定されているものに
加えて，集約結果から優先順位を⾒定めて実施していく。 

以 上 

－　　－73



平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 菅原 よしえ   
主催者（組織） 東 北 ⼤ 学  ⾼ 度 教 養 教 育 ・ 学 ⽣ ⽀ 援 機 構  
タイトル 

PFFP/NFP の 授 業 参 観  

実施の趣旨 東北⼤学 ⼤学教員準備プログラム／新任教員プログラムの⼀環で
ある実授業の参観に、授業を公開することで参加した。授業を公開
後に、⾒学研修参加者と、研修ファシリテーター教員、授業公開教
員による意⾒交換を⾏い、授業の充実を図る。 

参加者／参加対象 4 名 
⽇ 時 2018 年 10 ⽉ 2 ⽇ 10：30〜13：00 
場 所 宮城⼤学⼤和キャンパス ナーシングラボ 2 
プログラム構成 ・授業公開（宮城⼤学看護学部 4 年 代替療法） 

・授業充実に向けて意⾒交換 
招聘講師  

 
【内容】 
  宮城⼤学看護学部 4 年 代替療法の授業について、参観頂いた。 
  授業内容は、呼吸療法を⽤いたリラクセーションの演習後に、代替療法とは何か、看護

への活⽤についての講義を⾏った。 
  講義終了後に、参観学⽣ 2 名と研修ファシリテーター教員、授業担当教員（菅原よし

え）にて、授業充実に向けた意⾒交換を⾏った。意⾒として、以下のことが出された。 
   ・看護学⽣ 4 年間の学修における、本科⽬の位置づけにより、授業⽬標を適切に設定

する必要がある。 
   ・履修学⽣の興味関⼼を喚起し、学習意欲を⾼めるための発問⽅法の⼯夫が必要であ

る。 
   ・学⽣への学習⽀援を丁寧に⾏い、事前学習、事後学習と授業のつながりを持たせる

ことが必要である。 
                                       等 
【今後への活⽤】 
  授業を参観し、意⾒を頂くことで、科⽬に対する学⽣に関⼼を⾼める⽅策について、今

後に⾏うべき具体策を⾒出すことができた。来年度の授業改善に⽣かしたい。 
 

以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 髙橋 結   
主催者（組織） 郷古雅春、佐々⽊秀之、中沢峻 
タイトル 国内の事例に学ぶサービスラーニング科⽬の構築 
実施の趣旨 サービスラーニングの事例を踏まえ、地域 FW 及び CP 科⽬のシラ

バスの点検と運営体制の改善、並びに今後の復興⼈材育成プログラ
ムの改善を図る。 

参加者／参加対象 ⼭本まゆみ(基盤教育副群⻑,教授), 安齋由貴⼦教授,⼤熊恵⼦教授,
佐々⽊秀之准教授,千葉克⼰准教授,庄⼦真樹准教授,中沢峻特任講
師,佐藤加奈絵特任調査研究員,堀内秀⼀特任調査研究員,⾼橋結特任
調査研究員 以上 

⽇ 時 2018(平成 30)年 11 ⽉ 27 ⽇(⽉) 16:30 - 18:00 
場 所 ⼤和キャンパス 4 階 413 講義室 
プログラム構成 １．開会挨拶(基盤教育副群⻑ ⼭本まゆみ 教授) 

２．宮城⼤学における地域連携型サービスラーニング科⽬について 
(基盤教育群 中沢峻 特任講師) 

３．国内の事例に学ぶサービスラーニング 
(岡⼭⼤学 ⼭⽥⼀隆 准教授) 

４．質疑応答 
５．閉会挨拶(看護学群 安齋由貴⼦ 教授) 

招聘講師 ⼭⽥⼀隆 ⽒ 
(国⽴⼤学法⼈ 岡⼭⼤学 地域総合研究センター 准教授) 

 
【内容】 
 本学では、平成 24 年度の⽂部科学省⼤学間連携共同教育事業として兵庫県⽴⼤学と共同
でコミュニティ・プランナー育成のための実践的教育課程の構築を⾏ってきた。また、平成
29 年度より、全学必修科⽬「地域フィールドワーク」が開講しており、地域連携型のサー
ビスラーニング系科⽬が運⽤されている。 

サービスラーニングとは、⼤学教育と社会貢献活動との融合を⽬指したものであり、経験
学習の⼀様式として発展してきた。また、サービスラーニングは、市⺠を育成することにつ
いて有効な⼿⽴てとされているが(唐⽊,2010)、学習成果を多元的に⾏う必要があるという
課題も存在する。そこで、本 FD では、成績で採点すること以外の学びについて国内外では
どのようにデザインがなされているかというテーマを設定した。 

岡⼭⼤学の地域総合研究センター⼭⽥⼀隆准教授より、岡⼭⼤学が進める「実践型まちづ
くり実践論」をベースに、サービスラーニング科⽬におけるアセスメントや態度特性といっ
た学⽣の成⻑を図る指標についてご講演いただいた。なお、昨年度本学教員と研究員が参加

－　　－76



したポートランド州⽴⼤学のサービスラーニング研修について岡⼭⼤学が幹事校として引
き受けているため、本年度のポートランド州⽴⼤学の研修内容から最新のアセスメント評
価を巡る視座についても、ご教授いただいた。 

「実践型まちづくり論」では、既存の経験学習を巡る議論に基づき、⽬標設定と到達度評
価シートを整備し、学⽣の成果物のクオリティコントロールを図っている。アセスメントと
しては、科⽬のルーブリック作成にあたって、学⽣のパフォーマンスを観察することで、ア
ウトプットの⽔準を類推しており、アウトプットを評価するのかアウトカムを評価するの
かという⼆項対⽴的なサービスラーニング科⽬の評価課題を⼀定程度克服する努⼒を⾏っ
ている様⼦が⽰された。 
 また、サービスラーニングにおけるパートナーシップについては、地域の⾃⼰主導性
(Self-directedness)の重要性を指摘し、互恵性を考える上では地域の主体性が求められてお
り、それを捉える時に、地域のパートナーたちの「期待」と「理解」の問題を考慮しなけれ
ばならないことが挙げられた。その基本的な視座として、「⼤学がやりたいこと」、「⼤学が
地域にやってほしいと思っていること」、「地域がやりたいこと」、「地域が⼤学にやってほし
いと思っていること」の重なりの中にサービスラーニングの実現可能性があり、⼤学が提供
できるサービス・資源との⾷い違いの問題を起こさないような双⽅の歩み寄りについて、既
存の理論的枠組みに基づく解説がなされた。 
 最後に、現在進めている地域との学習成果測定の協働開発について、地域と協働でアセス
メントを開発する中で、受⼊先が活動そのものを振り返ることになるという成果が出てい
るが、依然としてパフォーマンス評価やアウトカム評価を協働して開発する場合には、改良
の余地があり、評価の技術向上のための実践と研究が求められるというお話をいただいた。 

 
＜参考資料＞ 
・唐⽊清志(2010)『アメリカ公教育におけるサービス・ラーニング』東信堂 
・S.ゲルモン他,⼭⽥⼀隆 監訳(2015)『社会参画する⼤学と市⺠学習 アセスメントの原理
と技法』学⽂社 

以上 

図 2 平成 30 年度講義において改善した点の説明 図 1 山田先生によるサービスラーニングに関する講演 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 
記⼊者：マシュー・ウィルソン 

主催者（組織） グローバルコミュニケーション部⾨ 

タイトル より良い学習環境を作るために: 
学⽣理解と I T 活⽤の重要性 

実施の趣旨 良い授業を実践するために、教師は学⽣からのフィードバックを真
摯に受け⽌めなくてはならない。また様々な問題に対処していくた
めにも教員間における情報交換（成功例を含む）は重要であり、そ
の意義を深く理解する必要がある。さらにより良い英語のカリキュ
ラムを推進していくにあたり、テスト、課題、クラス内の活動など
様々な項⽬において、現代は I T の活⽤が求められている。カリキ
ュラム、また⽇々の授業をより有意義なものにしていくために我々
教員は I T の利⽤可能性について更に探求し、学んでいく必要があ
る。以上 2 点が実施の趣旨である。 

参加者／参加対象 ９名・グローバルコミュニケーション部⾨教員（専任、特任） 
ウィルソン、フェラン、⼸⾕、曽根、⼩島、川井、畠⼭、佐藤、ナ
ール 

⽇ 時 平成３０年９⽉１１⽇（⽕）9:00~12:00 

場 所 402 会議室 

プログラム構成 ① 成績評価と学⽣アンケートの概要を確認した。これに対してど
のように改善していくか、議論した。 
② グローバルコモンズの更なる充実に向けて意⾒交換した。 
③ 招聘講師によるレクチャーとワークショップ。（タイトル：英
語授業における IT 活⽤の重要性と可能性について） 

招聘講師 宮城教育⼤学・准教授・リース エイドリアン 

【内容】 
  初めに、English Self-Expression I（ESE1）と English Reading Skills I（ERS１）の前
期の成績分布に関して分析を⾏った。その結果、両科⽬の成績分布において、不可と可の
⽐率は、ほぼ同様に分布しており、さらに、優の⽐率が⼤半を占めていることを確認し
た。  
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その後、両科⽬の授業評価アンケートの結果
から、学⽣のコメントや感想などを概観し
た。ERS1のコメントには、教員がわかりやす
く、丁寧に内容を説明してくれる点が多く挙
げられていた。しかし、授業時間を超過して
しまうなど時間配分の改善に関してのコメン
トも⾒られた。ESE1 のコメントには、授業内
での学⽣のアウトプットの機会が⼤変多い点、教員による⽇本語での簡単な解説が、英語
を理解する際に効果的であった点が挙げられた。しかし、英語のみで課題の提⽰や指⽰を
された際に、理解ができなかった点に関しての不満のコメントも⾒られた。これらのコメ
ントを全員で再認識、真摯に受け⽌め、具体的に授業の中でどのように対応すればよい
か、後期の授業における改善⽅法について話し合った。 
 

 
 
グローバルコモンズに関しては、利⽤学⽣
数、ＴＡとして中国⼈留学⽣の活⽤、後期予
算の使い道などについて議論した。招聘講演
者エイドリアン・リース⽒からは、グローバ
ルコモンズに適した什器（バーチャルリアリ
ティーなど）、物品や資料などに関して有意義
なアドバイスがあった。 
その後、招聘講演者エイドリアン・リース⽒
が、「英語授業における IT 活⽤の重要性と可
能性」をテーマに、レクチャーとワークショ

ップを実施した。前半部分は、講演者⾃⾝の授業実践（＠宮城教育⼤学）の経験を基に、
オンラインリソースを利⽤した授業の効果的な進め⽅に関するレクチャーが⾏われた。参
加教員はレクチャーから、オンラインリソースを利⽤した授業は、ハンドアウトの削減、
課題と授業の⼀本化、テストの作成、採点や評価の簡素化など⾮常に利点が多いことを学
んだ。その後、後半部分のワークショップでは、参加者全員が実際に学⽣が使うオンライ
ンでのサンプルテストを受け、オンライン上での試験や課題作成の⽅法ついて実践的に学
んだ。ワークショップ終了後には、オンラインリソースシステムを利⽤し、クラス運営を
する際の過程や詳細な⽅法などに関して、参加教員から多くの質問があり、有益なディス
カッションが⾏われた。英語授業における IT 活⽤の重要性と可能性について深く学ぶこと
ができたレクチャーとワークショップであった。 
 

以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 企画・⼊試課企画・広報グループ 岸根 ⼤輔   
主催者（組織） 事務局 
タイトル 平成 30 年度事務局 SD 研修 
実施の趣旨 平成 29 年度から実施している新たな FD・SD の体系に則り，事務

局全体での⼤学運営能⼒向上のための職場研修として位置付ける。
公⽴⼤学がおかれている現状を俯瞰しつつ，宮城⼤学がより地域に
根ざした教育⼒のある⼤学となるために事務局としてどうあるべき
か，課やキャンパス，経験年数を越えて考える契機とする。 

参加者／参加対象 全事務職員 64 名中 43 名 
⽇ 時 平成 30 年 11 ⽉ 6 ⽇（⽕）13:30〜17:00 
場 所 ⼤和キャンパス 402,412,413,416 講義室 
プログラム構成 基調講演「公⽴⼤学がおかれている現状」 

分科会（主事・主査級または主任主査以上に分かれて実施） 
全体共有 

招聘講師 ⼀般社団法⼈公⽴⼤学協会 事務局⻑ 中⽥ 晃 ⽒ 
【内容】  
 本 SD は全学で取り組むマクロレベル，ミドルレベル，
ミクロレベルの区分に基づき，事務局全体の⼤学運営能
⼒向上研修として位置付けた（ミドルレベル SD）。 
 公⽴⼤学全体を俯瞰しながら，宮城⼤学にどのような
課題があるか，またそれを⽀える事務局がどのようにあ
るべきかについて考え，今後の事務局の将来像を考える契機とした。 
 基調講演者として⼀般社団法⼈公⽴⼤学協会事務局⻑の中⽥晃様をお迎えし，18 歳⼈⼝
の推移に伴う⾼等教育政策の変化，公⽴⼤学の設置政策や財政政策などについて分かりや
すく解説頂き，また，現在注⽬される 2040 年の⾼等教育グランドデザインや，⾼等教育無
償化の話題にも触れ，今後の課題についても確認をした。 

 職位別の分科会も実施し，⼤学の現状課題と今後に向
けての改善策，遠い未来の理想像についてグループ毎に
整理を⾏った。これらを素材に，今後事務局将来像（案）
を作成していく予定である。 
 

＜参考資料＞ 
公⽴⼤学協会「公⽴⼤学 2018」 

公⽴⼤学協会「未来マップのための 16 の課題」 
以上 
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平成 30 年度ＦＤ・ＳＤ実施報告書 

記⼊者： 企画・⼊試課企画・広報グループ 岸根 ⼤輔   
主催者（組織） 事務局 
タイトル 平成 30 年度事務局職員⾃主勉強会 
実施の趣旨 SD の義務化や AI の台頭による⼤学事務職員のあり⽅変化などを背景に，

⼤学事務職員が⾃らのキャリアステージを能動的に確⽴し，10 年後も雇
⽤され続ける⼈材となるために，⼤学職員として⾝につけることが望まし
い知識・技術を修得することを⽬的に，年間全 5 回のスケジュールで実施
する。 

参加者 第 1 回 11 名，第 2 回 8 名，第 3 回 5 名，第 4 回 15 名，第 5 回 13 名 
通年延べ参加者 52 名 

⽇時及び 
テーマ・講師 

【第 1 回】平成 30 年 6 ⽉ 2 ⽇（⼟）14:00〜17:00 
次世代事務職員のあり⽅を考える 
 講師：東北学院⼤学学⻑室地域共⽣推進課 其⽥ 雅美 様 
    尚絅学院⼤学政策企画室 佐藤 司 様 
【第 2 回】平成 30 年 8 ⽉ 4 ⽇（⼟）14:00〜17:00 
公⽴⼤学の財務について考える 
 講師：財務課施設・情報グループ 主幹 ⿑藤 泰功 
【第 3 回】平成 30 年 9 ⽉ 29 ⽇（⼟）14:00〜17:00 
⼤学職員のキャリア形成・コミュニケーション 
 講師：企画・⼊試課企画・広報グループ 主事 岸根 ⼤輔 
【第 4 回】平成 30 年 11 ⽉ 22 ⽇（⽊）14:00〜17:00 
学校教育法及び⼤学設置基準に関する知識向上研修 
 講師：企画・⼊試課企画・広報グループ 主事 岸根 ⼤輔 
【第 5 回】平成 31 年 2 ⽉ 15 ⽇（⾦）14:00〜17:00 
対応⼒向上のためのケースメソッド研修 

講師：学務課 課⻑ 佐藤 憲治 
場 所 サテライトキャンパス，⼤和キャンパス 401 講義室 

【内容】  
事務局職員の⾃主的な参加による⾃⼰研鑽，能⼒向上

を⽬的に，今年度は複数のテーマを設定の上，全 5 回実
施した。 
 第 1 回は他⼤学で活躍する職員をお招きし，今後の職
員のあり⽅について議論を⾏った。VOCA(ブーカ)な時
代に⽣きる職員として，企画⼒・積極性を持つことの重
要性，学⽣から「この職員に出会えてよかった」と思え
るような業務への向き合い⽅など，講師との意⾒交換を通じてそれぞれが「⽬指すべき職
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員像」を明確にしていった。 
 第 2 回は公⽴⼤学の財務をテーマに，財務諸表の読み
⽅，運営費交付⾦の交付⼿順，算定根拠等について財務
課職員を中⼼に情報共有を⾏った。⺠間企業と異なる点
や，公⽴⼤学ならではの会計基準について理解を深め，
また，普段なかなか聞けないような素朴な疑問について
も検討を⾏い，参加者それぞれが⽇常の業務に還元でき
るよう，各⾃が意識を新たにした。 

 第 3 回は「キャリア形成」をテーマに掲げ，主要なキャリア理論についてグループで学
びながら「⾃⼰理解の本質」「⾃⼰のキャリアの棚卸」について理解を深め，参加者個々
⼈の「⾃分らしい⼈⽣観」を明確にしていくための考え⽅を学ぶことを⽬標とした。その
過程において，⼤学職員のキャリアを整理するツールとして有効な「スタッフ・ポートフ
ォリオ」について紹介・実践し，⾃らが⽬指す⼤学職員像についても深掘りしながら，将
来に向けて活⽤していくための展望を得た。 
 第 4 回は⼤学職員として特に関わりの深い「学校教育
法」「⼤学設置基準」に焦点を当てながら，その制定の
歴史を概観しつつ，規定事項を詳細に理解することを⽬
標とした。 
重要箇所を逐条で確認し，また理解を深めるために「設
置認可に必要な教員数」を実際に計算する体験を実施し
た。数名のグループで法令を読み合いながら計算を実施
することで法令への理解が深まった。 

第 5 回は意思決定訓練及び⼈間関係訓練としてのケー
スメソッドの⼿法について学び，⼤学職員としてのスキ
ルを⾼めることを意図して実施した。ケースメソッドは
20 世紀初頭にハーバード⼤学の授業で導⼊された，唯
⼀解の無い不確定要素の多い状況下で意思決定する疑似
体験を⾏うものであるが，今回は職場で起こる⾝近なケ
ースを取り上げながら参加者同⼠で思考のクセや多様な

価値観を理解することを通じ，⼈間関係⼒を⾼めること
を⽬的とした。 

以上全 5 回を通じて，⼤学職員として⾝につけること
が望ましい知識・技術を各⾃が修得し，今後の業務運営
に結びつけるためのヒントを得ることができた。 
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環境にやさしい大豆油インキと古紙パルプ
配合率70％以上の再生紙を使用しています。


